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はじめに

この調査報告は,｢高齢婦人の社会参加を促進

し,生きがいを高めるための就労の問題について

の実態と意識を把捉するとともに,それに基づい

て,高齢婦人の経験と知識を生かした社会参加を

促進するための方策を明らかにする｣との課題の

もとに,1982年 8月下旬から12月上旬にかけて実

施した調査の結果とその分析である｡

調査の具体的作業は,この調査課題に沿って,

(1)60歳以上の婦人を対象とした,その生活状態 ･

就労状況 ･就労希望等の実態把握,(2)事業所およ

び市町村行政の高齢婦人への対応を中心とした,

高齢婦人の就労に対する ｢地域ニーズ｣の把撞,

の2つのものを並行して実施した｡そして,この

作業内容と対応させて,調査結果の分析は,(1)杏

第 1部で,(2)の事業所調査を第2部で,市町村行

政調査を第3部で,それぞれ行っている｡

この調査は,長野県社会部青少年家庭課婦人室で

の企画が,長野県社会福祉協議会を経由して委託

されたものであるが,調査期間が6ケ月余と限定

されており,調査の理論的な枠組の検討を十分に

行えないまま実施せざるをえなかった｡また,高

齢婦人の就労問題という,ある意味では特殊な課

題に焦点づけちれた調査であるために,比較検討

のための素材として同主旨の他の調査研究に関す

る資料等も入手できなかった｡したがって,調査

報告としては,不十分なものとならざるをえなか

った｡

しかし,後者との関連で,就労問題を中心とし

た高齢婦人の実態に関する調査研究,とりわけ無

業者を含むそれは,少なくとも長野県においては,

これまでほとんど解明されていない領域であるよ

うで,その意味では,今回の調査によって得られ

たデータは,高齢婦人の就労問題の実態に関する

基礎的資料としての意義を有しているといえるで

あろう｡

なお,報告書の執筆は,｢はじめに｣および｢第

1部第1章｣を安井が,｢第2章｣を天野が,｢第

3章｣および ｢第2部｣｢第3部｣を坂田が,それ

ぞれ分担した｡

第 1部 高齢婦人の生活と就労意識

第1章 調査の概要と高齢婦人の基本
的属性

1 調査の概要

既述のように,この調査では,(1)高齢婦人の就

労問題を中心とした実態調査と,(2)高齢婦人に対

する事業所および市町村行政の対応についての調

査,の2つを実施したが,(2)については第2部 ･

第3部でその結果の分析が示されているので,こ

こでは(1)についてその概要を記しておく｡

調査対象者のサソブリングは,次のような方法

で行った｡まず,県下の60歳以上の婦人(208,163

名-1981年10月1日現在)を母集団とし,そこか

ら1,000名の対象者を抽出することを基準に,系統

抽出法によって25の調査対象市町村を選定した｡

次いで,当該市町村内にある200-300戸規模の集

落ないし行政区を直接の調査地区として選定し,

それぞれの地区の住民基本台帳から60歳以上の婦

人を抽出し,各地区40名を基準に最終的な調査対

象者を確定した｡その結果が(表 1-1)である｡

地区別の対象者数が14-53名と幅があるのは,対

象者数の不足した地区を他地区で補ったためであ

り,総数が991名であるのはサンプリソグミスであ

る｡なお,就労問題を中心とする調査であるとい

う性格を考慮して,76歳を上限年齢とした｡

調査方法は,時間 ･調査員数の制約から,18地

区は郵送一留置法で,残りの7地区は郵送法を用

いた｡いずれも日計式を基本としたが,留置法の

場合には部分的に面接法も用いた｡調査票の回収

数 お よび回収 率 は,地 区別 で は 5-45票 ･

35.7-95.0%と幅があるが,地域別でみれば,｢東

信｣170(66.1%)｢北信｣179(70.5%)｢中信｣

138(69.0%)｢南信｣213(76.1%)であり,全体

で700(70.6%)の回答を得た｡

さらに,主な調査項目は,(1)年齢,学歴,健康

状態,家族構成,年金･こづかい等の経済的基盤,

家事の分担状況,集団-の参加状況,資格の有無,
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等の高齢婦人の基本的属性,換言すればその生活

状態に関する項目,(2)就労者の就労状態 ･意識に

関する項目,および,(3)無業者の就労意識に関

する項 目,の3つに大別できる｡ したがって,

これに対応 させて,以下の各章での分析を行っ

た｡

2 高齢婦人の基本的属性

就労者および無業者についての特性 ･意識の分

析は次章以下で行われるので,ここでは高齢婦人

がもつそれ以外の基本的属性について,とりわけ

集団への参加状況に重点をおいて,分析していく

ことにする｡その場合,集計は地域別および年齢

階層別の2つを基本として行ったが,前者につい

ては特に顕著な地域差のみられる項目についての

み触れることにし,後者を基本的な視点として分

析を行い,また,必要に応 じて,家族形態別およ

び集団参加の有無別の集計結果を用いることにし

したい｡

(1) 年齢階層 ･学歴 ･健康状態

まず,対象者の年齢階層は,(表 1-1)および

〈図1-1)に示されているが,既述のように76

く表 1-I〉調査票の地区別回収結果と年齢階層別対象者数 ( )内は%

地域 調査対象地区 対象者数 回収数 回収率(潔) 対 象 者 の 年 齢 階 層 (回収分)60-64歳 65-69歳 70-74歳 75歳以上 汁

秦伝 佐久町U地区 40 27 (67.5) 12(44.4) 9(33.3) 6(22.2) 0 27(99.9)

佐久市H地区 40 17 (42.5) 6(35.3) 8(47.1) 2(ll.8) 1(5.9) 17(100.1)

望月町K地区 31 16 (51.6) 5(31.3) 3(18.8) 6(37.5) 2(12.5) 16(100.1)

上田市A地区 50 33 (66.0) 12(36.4) 16(48.5) 4(12.1) 1(3.0) 33(100.0)

上田市N地区 48 45 (93.8) 19(42.2) 13(28.9) ll(24.4) 2(4.4) 45(99.9)

丸子町T地区 48 32 (66.7) ll(34.4) ll(34.4) 8(25.0) 2(6.3) 32(100.1)

(小 計) 257 170 (66.1) 65(38.2) 60(35､3) 芦7(21.8) 8(4.7)170(100.0)

北伝 中野市K地区 34 25 (73.5) 8(32.0) ll(44.0) 5(20.0) 1(4.0) 25(100.0)

小布施町H地区 46 39 (84.8) 18(46.2) 10(25.6) 8(20.5) 3(7.7) 39(100.0)

長野市Y地区 40 15 (37.5) 4(26.7) 6(40.0) 5(33.3) 0 15(100.0)

長野市S地区 40 32 (80.0) 9(28.1) 8(25.0) 12(37.5) 3(9.4) 32(100.0)

長野市M地区 40 31 (77.5) 9(29.0) 10(32.3) 10(32.3) 2(6.5) 31(100.1)

長野市A地区 40 32 (80.0) 10(31.3) 9(28.1) 10(31.3) 3(■9.4) 32(100.1)

坂城町S地区 14 5 (35.7) 0 3(60.0) 1(20.0) 1(20.0)`5(100.0)

(小 計) 254 179 (70.5) 58(32.4) 57(31.8) 51(28.5) 13(7.3) 179(100.0)

中信 松本市H地区 27 16 (59.3) 6(37.5) 7(43.8) 3(18.8) 0 16(100.1)

松本市M地区 53 40 (75.5) 13(32.5) 15(37.5) 10(25.0) 2(5.0) 40(100.0)

波田町S地区 40 28 (70.0) 12(42.9) ll(39.3) 4(14.3) 1(3.6) 28(100.1)

穂高町F地区 40 26 (65.0) 9(34,6) 7(26.ら) 9(34.6) 1(3.8) 26(99.9)

三郷町N地区 40 28 (70.0) 10(35.7) 10(35.7) 7(25.0) 1(3.6) 28(100.0)

(小 計) 200 138 (69.0) 50(36.2) 50(36.2) 33(23.9) 5(3.6)138(99.9)

南伝 岡谷市H地区 47 30 (63.8) 12(40.0) 5(16.7) 9(30.0) 4(13.3) 30(100.0)

下諏訪町S地区 33 21 (63.6) 9(42.9) 8(38.1) 3(14.3) 1(4.8) 21(100.1)

伊那市0地区 40 35 (87.5) 14(40.0) ll(31.4) 10(28.6) 0 35(100.0)

中川村N地区 40 38 (95.0) 15(39.5) 12(31.6) 8(21.1) 3(7.9) 38(100.1)

飯田市D地区 40 29 (72.5) 12(41.4) 9(31.0) 8(27.6) 0 29(100.0)

飯田市S地区 40 31 (77.5) 7(22.6) ll(35.5) ll(35.5) 2(6.5) 31(100.1)

木祖村Y地区 40 29 (72-.5) 10(34.5) 10(34.5) 7(24.1) 2(6.9) 29(100.0)

(小 計) 280 213 (76.1) 79(37.1) 66(31.0) 56(26.3) 12(5.6)213(100.0)

紘 .汁 991 700 (70.6) 252(36.0)233(33.3)177(25.3)38(5.4)700(100.0)
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歳を調査対象の上限としたために,｢75歳以上層｣

が全体で5.4%と低率になってしまったが,他の年

齢階層では ｢中信｣で ｢60-64歳層｣と ｢65-69

歳層｣とが同数であること以外は年齢階層が上昇

するに伴って構成比が低下しており,実態との対

応を示している｡国に, 1980年国勢調査結果にお

ける60-79歳の婦人総数に占める各年齢階層の構

成比は,長野県の場合,｢60-64歳層｣･32.1%,

｢65-69歳層｣･28.6%,｢70-74歳層｣･22.8%,

く表1-2〉学歴 (年齢階層別)

｢75-79歳層｣･16.4%,である｡

次に,最終学歴を年齢階層別にみたく表 1- 2)

のように,全体の71.4%が尋常小学校 ･高等小学

校を最終学歴としている｡ただし,｢60-64歳層｣

および ｢65-69歳層｣の大正時代生れの層では,

中等学校卒がそれぞれ28.6%,21.0%となってお

り,年齢階層が低くなるにつれて相対的に高学歴

となる懐向が示されている｡また,地域別の く表

1-3〉では,｢中信｣で専門学校卒と中等学校卒

( )内は%

忘か讐 大学 専門学校 中等学校 尋常.高等小学校 未 就 学 そ の 他 わからない N.A. 計

60-64歳 0 8(3.2) 72(28.6) 165(65.5) 2(0.8)4 (1.6)0 1(0.4)252(100.1)

65-69歳 0 7(3.0) 49(21.0) 177(76.0) 0 0 0 0 233(100.0)

70-74歳 06(3.4) 33(18.6) 128(72.3) 8(4.5)0 1(0.6) 1(0.6)177(100.0)

75歳以上 0 0 7(18.4) 30(78.9) 1(2.6)-0 ､~0 0 38(99.9)

く表1-3〉学歴 (地域別) ( )内は%

義-讐 大学 専門学校 中等学校 尋常.高等小学校 未 就 学 そ わ 他 わからない N.A. 計 ~

東 信 ~0 4(2,4) 40(23.5) 122(71.8) 4(2.4)0 0 0 170 (100.1)

北 信 03(1.7) 39(21.8) 133(74.3) 2(1.1) 0 1(0.6) 1(0.6)179 (100.1)

中 信 07(5.1) 49(35.5) 77(55.8) 3(2.2)2 (1.4)0 0 138 (100.0)

南 信 07(3.3} 33(15.5) 168(78.9) 2(0.9)2~(0.9)0 1(0.5)213 (100.0)
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く表 1-4〉 健康状態 (年齢階層別) ( )内は%

忘葦非常に健康 普 通 弱 い 病気で長く寝ている N.A. 計

60-64歳 68(27.0) 150(59.5) 33(13.1) 0 1 (0.4)252(100.0)

65-69歳 61(2Q.2) 132(56.7) 37(15.9) 3(1.3) 0 233(100.1)
70-74歳 39(22.0) 94(53.1) 40(22.6) 3(1,~7) 1 (0.6)177(100.0)

75歳以上 10(2613) 17(44.7) 9(23.7) 2(5.3) 0 38(lop.0)

く表 1-5〉 家族形態 (年齢階層別) ( )内は%

家族形態年齢階層 1人暮し 夫婦のみ 未婚子同居(夫含む)未婚子同居(夫含まず)既婚子同居(夫含む) 既婚子同居(夫含まず) その他 N.A. 計

60-64歳 16(6.3) 49(19,4) 39(15.5) 15(6.0) 72(28.6). 43(17,1) 17(6.7) 1(0.4) 252(100.0)

65-69歳 18(7.7) 37(15.9) 14(6.0) 14(6.0) 91(39.1) 52(22.3) 6(2.6) 1(0.4) 233(100.0)

70-74歳 17(9.6) 24(13.6) 6(3A) 4(2.3) 64(36.2) 54(30.5) 8(4.5)0 177(100.1)

75歳以上 4(10.5) 2(5.3) 0 1(2.6) 6(15.8) 24(63,2) 0 1(2~.6) 38(100.0)

計 55(7.9) 112(16.0) 59(8.4) 34(4.9)233(33.3) 173(24.7)31(4.4) 3(-0.4) 700(100.0)

とが他地域よりも高い構成比を示していること,

｢南信｣の中等学校卒が相対的に低率であること,

が特徴となっている｡

さらに,健康状態についてみれば,｢非常に健康｣

と ｢普通｣が全体の81.5%を占め,｢弱い｣｢病気

で長く寝ている｣は18.1%であり,後者は,高年

齢階層となるにしたがって高率になっている｡

ただし,調査の全対象者のうち,病弱や病床の

婦人は回答不能のケースに対応していると推測

されるため,この構成比は調査対象年齢層の婦

人の健康状態についての実態と必ずしも一致す

るものではないことが考慮されるべきであろ

う｡

(2) 家族構成

次に,家族構成の特質をいくつかの側面から

みてみよう｡

まず,家族形態であるが,(表 1-5)および

これを形態別に組みかえて示した く図1-2)

から次のような特徴を指摘しうる｡すなわち,

｢1人暮し｣世帯は7.9%であり,高年齢階層は

ど高率となっているのに対して,｢夫婦のみ｣の

家族は16.0%を占めるが,ここでは逆に低年齢

階層になるにつれて高率を示している｡そして,

老人のみの家族を意味するこの両者は,全体の

23.9%となっている｡また,｢夫を含む未婚子同

居｣が8.4%,｢夫を含まない未婚子同居｣が4.9

%であり,前者は低年齢階層で,後者は高年齢階

層で,それぞれ高率である｡この2つと ｢夫婦の

み｣の家族つまり核家族は,合わせて29.3%を占

めている｡さらに,｢夫を含む既婚子同居｣が33.3

%と家族形態全体の中で最も高い構成比を示して

いる｡｢夫を含まない既婚子同居｣は24.7%である

く図1-2〉形態別の家族の構成比

70_6050_40302010 -

Il

ILlII｢lrlIIl

｢

∩(%)独 夫 核 直 ;夫 夫l子 子

米核家族は夫婦家族を含んでいる｡
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く表 1-6〉 家族員数 (年齢階層別) ( )内は%

家族員数年齢階層 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 7 人 8人 9人以上 N.A. 計

65-69歳 18(7.7) 48(20.6)18(7.7)19(8.2) 38(16.3) 60(25.8)26(ll.2)4(1.7)2(0.9)0 233(100.1)
70-74歳 17(9.6) 29(16.4)ll(6.2)13(7.3) 39(22.0) 42(23.7)22(12.4)2(1.1) 2(1.1)0 177(99.8)
75歳以上 4(10.5) 3(7.9) 2(5.3) 7(18.4) 14(36.8) 7(18.4) 1(2.6)0 0 0 38(99.9)

計 55(7.9)144(20.6)72(10.3)66(9.4)136(19.4)147(21.0)66(9.4)9(1 . 3 ) 4(0.6) 1(0.1)700(100.0)

く表 1- 7〉 生計中心者 (年齢階層別) ( )内は%

生計中心者年齢階塔 夫 息 子 息子の嫁 娘 娘の夫 その他 本 人 N.A. 計

65-69歳 83(35.6) 100(42.9) 3(1.3) 2(0.9) 8(3.4) 3(1.3) 20(8.6) 14(6.0) 233(100.0)

70-74歳 44(24.9) 87(49.2) 4(2.3) 2(1.1) 9(5.1) 5(2.8) 19(10.7) 7(4.0) 177(100.1)

75歳以上 3(7.9) 21(55.3) 0 2(5.3) 7(18.4) 0 4(10.5) 1(2.6) 38(100.0)

く表1-8〉 生計中心者の職業 (生計中心者別) ( )内は%

忘 誓ヾ 夫 息 子 息子の嫁 娘 娘の夫 その他 本 人 N.A. 計

勤 人 28(10.9) 119(43.4) 1(12.5) 5(50.0) 13(37.1) 2(16.7) 2 (2.9) 4(10.8) 174(24.5)

労 務 28(10.9) 43(15.7) 3(37.5) 2(20.0) 8(22.9) 3(25.0) 4 (5.9) 3(8.1) 94(13.4)

商 工 自営 35(13.7) 38(13.9) 1(12.5)0 4(ll.4) 2(16.7) 3 (4.4) 4(10.8) 87(12.4)

管理自由業 14(5.5) 18 (6.6)0 i(10.0) 3 (8.6)0 1 (1.5) 1(2.7) 38(5.4)

農 業 92(35.9) 23 (8.4) 3(37.5)0 1 (2.9) 3(25.0) 7(10.3) 12(32.4) 141(20.1)

主 婦 3~(1.2) 0 0 0 0 0 4 (5.9) 1(2.7) 8(1.1)

無 職 30(ll.7) 4 (1.5)0 0 0 1 (8.3) 40(58.8) 3(8.1) 78(ll.1)

そ の 他 6(2.3) 1 (0.4)0 0 0 0 3 (4.4) 1(2.7) ll(1.6)

N.A. 20(7.8) 28(10.2)0 2(20.0) 6(17.1) 1 (8.3) 4 (5.9) 8(21.6) 69(9.9)

が,ここでは高年齢階層となるにしたがって高率

になっており,とくに ｢75歳以上層｣では,この

家族形態が63.2%と過半数を占めている｡そして,

この2つの家族形態すなわち直系家族は58.0%で

あり,高齢婦人層の主要な家族形態となっている｡

また,子どもと同居している婦人が71.3%おり,

表示しなかったが,｢75歳以上層｣ではこれが81.6

%を占めているということは,老人扶養の問題が

子どもとの同居という形態を主なものとして行わ

れていることを示していよう｡

なお,｢1人暮し｣世帯を除く各家族形態の年齢

階層別の以上のような特徴は,夫が健在かどうか

を指標としているために,低年齢階層になるほど

夫を含む家族形態を示すという必然的とも言うべ

き傾向を表すことになっている｡ただし,夫と死

別した家族が ｢75歳以上層｣で76.3%を占めてい

るものの,夫の健在な家族が全体の57.7%存在し

ていることを参考までに示しておく｡

次に,家族員数は,〈表 1- 6)のように, 6人

家族(21.0%),2人家族(20.6%),5人家族(19.4

%)のところで相対的に高い構成比となっている｡

そして, 1家族当りの平均家族員数は4.2人であ

り,1980年国勢調査での長野県全体のそれが3.5人

であることからみれば,前述の直系家族の比率が

高いこととも関連して,この年齢層の家族員数の

多さを物語っているといえる｡
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く表1-9〉 子どもの人数 (年齢階層別) ( )内は%

潔 1人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 7人 8人以上 子どもはいない N.A. 計
60-64歳 30(12.5) 65(27.1) 82(34.2) 29(12.1)12(5.0) 2(0.8) 1(0.4)0 19(7.9)0 246(100.0)
70-74歳 15(8.5) 20(ll.4) 32(18.2) 33(18.8)26(14.8)21(ll.9) 6(3.4)4(2.3) 14(8.0)5(2.8)176(100.1)

75歳以上 7(18.4) -5(13.2) 6(15.8) 7(18.4) 6(15.8) 5(13.2) 1(2.6)0 1(2.6)0 38(100.0)

く表-10〉 末子出生時の年齢 (年齢階層別) ( )内は%

出生年齢年齢階層 19歳以下 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45歳以上 N.A. 計

60-64歳 0 8(3.6) 54(24.4) 99(44.8) 50(22.6) 4(1.8) 0 6(2.7) 221(99.9)

65-69歳 0 4(1.9) 26(12.1) 95(44.2) 75(34.9) 8(3.7) 1(0.5) 6(2.8) 215(100.1)

70-74歳 1(0.6) 8(5.0) ll(6.8) 36(22.4) 69(42.9) 26(16.1) 0 10(6.2) 161(100.0)

75歳以上 0 0 4(10.8) 7(18.9) 19(51.4) 6(16.2) 1(2.7) 0 37(100.0)

く表1-11〉 末子小学校入学時の年齢 (年齢階層別) ( )内は%

忘誓24歳以下 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳 50-54歳 55歳以上 N.A. 計

60-64歳 0 4(1.8) 34(15.4) 93(42.1) 71(32.1) 12 (5.4)0 0 7(3.2) 221(100.0)

65-69歳 0 1(0.5) 19 (8.8) 58(27.0) 110(51.2) 17 (7.9) 2(0.9)0 8(3.7) 215(100.0)

70-74歳 1(0.6) 2(1.2) 12 (7.5) 23(14.3) 62(38.5) 49(30.4) 1(0.6)0 ll(6.8) 161 (99.9)

75歳以上 0 0 4(10.8) 5(13.5) 15(40.5) 12(32.4) 1(2.7)0 0 37 (99.9)

く表1-12〉 家事の分担状況(M.A.)(年齢階層別) ( )内は%

崇 家業店番留守番 夫の世話 孫の世話 ぬいものつくろいもの 炊 事 洗濯.掃除.男物など 小動物の世話 庭や住まいの手入れ その他 N.A. 計
60-64歳 64 (25.4) 84 (33.3 85(33.7) 73_(29.0)110(43.7)159(63.1)187(74.2)34(13.5)117(46.4)15(6.0) 6(2.4) 934(-)

65-69歳 56(24.0)105(45.1) 72 (30.9) 66(28.3) 89(38.2)139(59.7)163(70.0)35(15.0)108(46.4)12(5.2 7(3.0) 852(-

70-74歳 29(16.4) 73(41.2) 50 (28.2) 34(19.2)46(26.0) 74(41.8)10日57.1)20(ll.3) 71(40.1)13(7.3) 6(3.4) 517ト)

75歳以上 3(7.9) 22(57.9) 5(13.2 3(7.9) 12(31.6) 15(39.5 21(55.3) 2(5.3) 17(44.7) 3(7.9 1(2.6 104(-)

また,生計中心者に関する 〈表 1-7)によっ

て,その75.7%を占める ｢夫｣と ｢息子｣につい

てみると,前者は年齢階層が低くなるにつれて,

後者の場合は高年齢階層のところでそれぞれ高率

になっており,年齢階層の高まりに伴う世代間の

移行が端的に示されている｡生計中心者が｢本人｣

であるのは9.7%と少ないが,これを家族形態別で

みれば,｢1人暮し｣の79.4%は当然のことである
にしても,｢夫婦のみ｣(4.4%),｢夫を含まない未
婚子同居｣(10.3%),｢夫を含まない既婚子同居｣

(1.3%),｢その他｣(4.4%)となっている｡(表
1- 8)紘,生計中心者とその職業とをクロスし

たものだが,そこには生計中心者別に,｢夫｣の｢農
業｣,｢息子｣の ｢勤人｣,｢息子の嫁｣の ｢労務｣
と｢農業｣,｢娘｣および ｢娘の夫｣の｢勤人｣,｢本
人｣の｢無職｣,に構成比の面での対応関係をみる

ことができる｡とりわけ,｢夫｣の ｢農業｣と｢息
子｣の ｢勤人｣との関係は,兼業農家増加の動向

を表現しているものと捉えうるであろう｡

さらに,子どもの状況についてみれば,まず,
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く表 1-13〉 自由に使える金額(月額)(年齢階層別) ( )内は%

忘讐 2万円未満 2-4万円未満 4-6万円未済 6-8万円未済 8-10万円未満 10万円以上 N.A. 計

60-64歳 116(46.0) 50(19.8) -3o(ll_9) 17(6.7) 18 (7.1) ll(4.4) 10(4.0) 252 (99.9)

65-69歳 108(46.4) 61(26.2) 25(10.7) ll(4.7) 8 (3.4) 6(2.6) 14(6.0) 233(100.0)

70-74歳 70(39.5) 58(32.8) 17 (9.6) 6(3.4) 9 (5.1) 9(5.1) 8(4.5) 177(100.0)

75歳以上 13(34.2) 15(39.5) 5(13.2) 0 4(10.5) 1(2.6) 0 38(100.0)

く表 1-14〉 こづかい ･仕送りの有無 (年齢階層別) ( )内は%

忘二同居の子どもから 別居の子どもから 子ども以外の親 戚 か ら そ♂他の人から 受けていない N.A. 計

60-64歳 28(ll.1) 9 (3.6) 3 (1.2) 2 (0.8) 187(74,2) 23 (9.1) 252_(100.0)-

65-69歳 27(ll.6) 7 (3.0) 1 (0.4) 3 (1.3) 178(76.4) 17 (7.3) 233(100.0)

ウ0-74歳 9 (5.1) 10 (5.6) 0 2 (1.1) 138(78.0) 18(10.2) 177(100.0)

75歳以上 ll(28.9) 1 (2.6) 0 0 26(68.4) po 38 (99.9)

く表 1-15〉 年金等の受給状況 (年齢階層別) ( )内は%

二言 受けていない 老齢福祉年 金 国民年金 厚生年金 公務員等各種 共 済組合の午 金 恩 給 その他 わからない N.A.複数の年 金 計

60-64歳 65(25,8) 9(3.6) 85(33.7)32(12.7) 9(3.6) 4(1.6) 8(3.2)2(0.8)6(2.4)32(12.7)252(100.1)

65-69歳 21(9.0)12(5.2) 129(55.4)17(7.3) 6(2.6)10(4,3) 6(2.6)1(0.4)1(0.4)30(12.9)233(100.1)

70-74歳 5(2.8)23(13.0) 108(61.0)ll(6.2) 7(4.0) 6(3.4) 4(2.3)1(0.6)1(0.6) ll(6.2) 177(100.1)

75歳以上 1(2.6)10(26.3) 15(39.5) 3(7.9)0 1(2.6) 1(2.6)2(5.3)0 5(13.2) 38(100.0)

く表 1-16〉 年金等の受給状況別自由に使える金額 ( )内は%

忘モー受けていない 老齢福祉-年 金 国民年金 厚生年金 公苓貝等各種 共 済組合の年 金 恩 給 その他 わからな い N.A. 複数の年 金 計

2万円未満 50(54.3)㌶ (42.6) 166((49.3)24(38.1) 3(13.6) 3 (14.3) 9(47.4 1(16.7)3(37.5)25(32.1 307(43.9

2-4万円 17(18.5)21 (38 .9) 99(29.4)14(22.2) 4(18.2) 3(14.3 5 (26 .3 2 (33.3)2(25.0)17(21.8)184(26.3)

4-6万円 8(8.7) 3'(5.6) l35(10.4 9(14.3) 3(13.6) 5(23.6) 3(15.8)0 0 ll(14.1) 77(ll.0)

6-8万円 4(4.3) 1 (1.9) 9 (2.7) 7(ll.1) 1(4.5) 1(4.8)0 0 1(12.5)10(12.8) 34 (4.9)

8-10万円 5(5.4) 2-(3.7) 5 (1.5) 4(6.3) 7(31.8) 6(28.6) 1 (5.3)1(16.7)0 8(10.3 39 (5.6)

10万円以上 4(4.3)0 7 (2.1) 4(6.3 3(13.6) 2(9.50 1(16.7)0 6 (7.7 27 (3 .9)

N.A. 4(4.3) 4 (7.4) 16 (4.7) 1(1.6) 1(4.5) 1(4.8) 1 (5,3)1(16.7)2(25.0) 1 (1.3) 32 (4.6)

(表 1-9)の子 どもの数は,平均が3.3人である

ことから,｢3人｣(25.4%),｢4人｣(19.3%),

｢2人｣(17.8%)が相対的に高率であ り, 5人以

上のところでは高年齢階層で ウエイ トが高 くなっ

ている｡また,"子 どもの産み終え"を示す (表 1

-10)の末子出生時の年齢,および,"育児からの

一応の解放''を意味する く表 1-ll)の末子小学

校入学時の年齢をみると,前者では ｢30-34歳｣

(37.4%),｢35-39歳｣(33.6%)が,後 者 で は

｢35-39歳｣(28.2%),｢40-44歳｣(40.7%)で,

それぞれ高率を示 しているが, これは,当然のこ

とながら前者は後者の1ラソク上位の年齢階層 と

対応 していることになる｡そして,"産み終え"ち

"育児からの解放"も,子 どもの数が多い高年齢
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く図1-3〉家事の分担状況 (肌A)

階層のところで遅くなっている｡

最後に,家事の分担についてみておこう｡(図1

-3)は,家事の分担状況を全体について図示し

たものだが,分担者の比率が40%以上を基準にと

れば,｢洗濯･掃除･買物｣(67.4%),｢炊事｣(55.3

%),｢庭 ･住まいの手入れ｣(44.7%),｢留守番｣

(40.6%),の順になっている｡また,(表 1-12)

から年齢階層別に上位3つの家事分担を示すと,

｢60-64歳層｣では,｢洗濯等｣(74.2%),｢炊事｣

(63.1%),｢庭等の手入れ｣(46.4%),｢65-69歳

層では,｢洗濯等｣(70.0%),｢炊事｣(59.7%),

｢庭等の手入れ｣(46.4%),｢70-74歳層｣では,

｢洗濯等｣(57.1%),｢炊事｣(41.8%),｢留守番｣

(41,2%),｢75歳以上層｣では,｢留守番｣(57.9

%),｢洗濯等｣(55.3%),｢庭等の手入れ｣(44.7

%),というのがそれぞれの順位である｡ここに

みられる特徴は,高年齢階層に ｢留守番｣という

役割が出てくること,｢75歳以上層｣では多少異

なるが,｢洗濯等｣｢炊事｣という,いわば家事の
中心をなす役割のウエイトが高いこと,しかも,

それらの比率は,高年齢階層になるにつれ低下し

ていること,である｡この最後の特徴は,家族形

態との関連で,家事分担の世代交替を

予想させるものである｡しかし,表示

しないが,家族形態とのクロス集計を

みると,｢夫を含まない既婚子同居｣
で｢留守番｣｢洗濯等｣の順になってい
る以外は,他の家族形態のすべてで｢洗

濯等｣と ｢炊事｣の順で高頻度を示し

ている｡したがって,このことは,高

齢婦人の多くが,家事の中心的役割を

依然として担っているということを意

味していると考えられるのである｡

なお,この項目はM.A.(複数回答)

であるために,構成比は700を分母と

して出してある｡

(3) 経済的基盤

ここでいう経済的基盤とは,(表1-

13)に示されている自由に使える月額の

多少を意味しているが,それは,就労や

年金等による自己の収入であるものと

こづかい ･仕送 り等の依存的な収入に

よるものとの2つに大別できよう｡しかし,就労に

よる収入については次章に譲り,ここでは,(表 1

-14)のこづかい･仕送りの有無,および,(表1

-15〉の年金等の受給状況,の2つが,月々自由

にしうる金額とどのような関連にあるのかをみて

おくことにしたい｡だがその前に,それぞれの項

目についての特徴に触れておくことにする｡

まず,〈表 1-13)の自由に使える月額では,43.9

%が ｢2万円未満｣であり,これに ｢2～4万円

未満｣を加えると70.2%が,この範囲に属するこ

とになっている｡年齢階層別にみても,｢75歳以上

層｣の｢8-10万円未満｣(10.5%)を例外として,

自由に使用しうる金額の枠が,各階層とも低位に

ある婦人が多数を占めている｡また,こづかい･

仕送りの有無に関する(蓑1-14〉では,｢受けて

いない｣者が75･6%と大半を占め,受けている人

の場合は,｢同居の子どもから｣のこづかいが主な
ものであるが,この比率は10.7%にすぎない｡さ

らに,年金等の受給状況を示す 〈表 1-15)をみ

れば,年金等の受給者は,複数の年金等受給者を

含めて,82.0%に達している｡そのうち,｢国民年

金｣が48.1%と大半を占め,｢厚生年金｣(9.0%),

- 87-



く表1-17-(1)〉集団活動への参加状況 (集団別 ･年齢階層別) ( )は%

参加集団 年齢階層 よく参加する と き どき参 加 す る 全く参加しない そのような団体はない N.A. 計

65-69歳 49(21.0) -72(30.9) 47(20.2) 0 65(27.9) 233(100.0)

70-74歳 50(28.2) 67(37.9) 23(13.0) 0 37(20.9) 177(100.0)

75歳以上 12(31.6) 10(26.3) ll(28.9) 0 5(13.2) 38(100.0)

計 121(17.3) 180(25.7) 164(23.4) 0 235(33.6) 700(100.0)

婦 _人関係団体 60-64歳 17(6.7) 33(13.1) 81(32.1) 3(1.2) 118(46.8) 252(99.9)

65-69歳 8(3.4) 23(9.9) 73(31.3) 7(3.0) 122(52.4) 233(100.0)

70-74歳 5(2.8) 7(4.0) 65(36.7) 4(2.3) 96(54.2) 177(100.0)

75歳以上 1(2.6) 2(5.3) 15(39.5) 1(2.6) 19(50.0) 38(100ー0)

計 31(4.4) 65(9.3) 234(33.4) 15(2.1) 355(50.7) 700(99,9)

趣味のA= 60--64歳 39(15.5) 25(9.9) 84(33.3) 1(0.4) 103-(40_9) 252(100.0)

65-69歳 32(13.7) 20(8.6) 72(30.9) 2(0.9) 1P7(45.9) 233(100..0)

70-74歳 21(ll.9) 7(4.0) 60(33.9) 2(1.1) 87(49.2) 177(100.1)

75歳以上 0 2(5ー3) 14(36.8) 1(2.6) 21(55.3) -38(100.0)

計 92(13.1) 54(7.7) 230(32.9) 6(0.9) 318(45.4) 700(100.0)

教育学普の~会 60-64歳 3(1.2) 8(3_2) 94(37.3) 0 147(58.3) 252(100.0)

65-69歳 6(2.6) 9(3.9) 85(36.5) 4(1.7) 129(55.4) 233(100.0)

70-74歳 5(2.8) 5(2.8) 64(36.2) 4(2.3) 99(55.9) 177(100,0)

75歳以上 1(2.6) 0 15(39.5) 1(2.6) 21(55.3) 38(100.0)

計 ~ 15(2.1) 22(3.1) 258(36.9) 9(1.3) 396(56.6) 700(100.0)

宗教関係･の一∠ゝ=三 60-64歳 13(5.2) 12(4.8) 88(34.9) 0 139(55.2) 252(100.1)

65-69歳 14(6.0) 12(5.2) 79(33.9) -5(2.1) 123(52.8) 233(100.0)

70-74歳 9(5.1) 15(8,5) 55(31.1) 5(2.8) 93(52.5) 177(100.0)

75歳以上 4(10.5) 3(7.9) ll(28.9) 1(2.6) 19(50.0) 38(99.9)

計 40(5.7) 42(6.0)- 233(33ー3) ll(1.6) 374(53.4) 700(100.0)

65-69歳 6(2.6)- 7(3.0) 82(35.2) 4(1.7) 134(57.5) 233(100.0)

70-74歳 3(1.7) 3(1.7) 67(37.9) 4(2.3) 100(56.5) 177(100.1)

75歳以上 0 1(2.6) 15(39.5) 1(2.6) 21(55.3) 38(100.0)

計 13(1.9) 15(2.1) 257(36.7) 10(1.4) 405(57.9) 700(100.0)

スポIツの∠ゝ= 60-64歳 5(2.0) 6(2.4) 93(36.9) 1(0.4) 147(58.3) 252(100.0)

65-69歳 7(3ー0) 16(6.9) 85(36.5) 1(0.4) 124(53.2) 233(100.0)

70-74歳 10(5.6) 2(1.I) 63(35.6) 4(2.3) 98(55.4) 177(100.0)

75歳以上 0 1(2.6) 15(39.5) 1(2.6) 21(55.3) 38(100.0)

計 22(3.1) 25(3.6) 256(36.6) 7(1.0) 390(55.7) 700(100.0)

経済団体 60-64歳 2(0.8) 5(2.0) 91(36.1) 2(0.8) 152(60.3) 252(100.0)

65-69歳 1(0.4) 1(0.4) 90(38.6) 5(2.1) 136(58.4) 233(99.9)

70-74歳 0 0 67(37.9) 7(4.0) 103(58.2) 177(100.1)

75歳以上 0 0 15(39.5) 2(5.3) 21(55.3) 38(100.1)

｢老齢福祉年金｣(7.7%)がこれに次いでいる｡ えられる｡その関係をみたのが,(表 1-16)であ

以上の特徴からみれば,自由に使用しうる月額 る｡それによれば,年金に限定した場合,｢老齢福

紘,年金等との関連を重要なものとしていると考 祉年金｣から ｢共済組合の年金｣への順序で,自
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く表1-17-(2))集団活動への参加状況(集団別 ･年齢階層別) ()内は%

参加集団 年齢階層 よく参加する とき どき参加 す る 全く参加しない そのような団体はない N.A. 計

老セン′人 タT福篇祉用 60-64歳 0 6(2.4) 94(37.3) 1(0.4) 151(59.9) 252(100.0)

65-69歳 8(3.4) 25(10.7) 82(35.2) 3(1.3) 115(49.4) 233(100.0)

70-74歳 10(5.6) 25(14.1) 59(33.3) 5(2.8) 78(44.1) 177(99.9)

75歳以上 5(13.2) 6(15.8) 12(31.6) 0 15(39.5) 38(100.1)

計 23(3.3) 62(8.9) 247(35.3) 9(1.3) 359(51.3) 700(100.1)

交衣Jゝ二三三 60-64歳= 18(7.1) 23(9.1) 79(31.3) 2(0.8) 130(51.6) 252(99.9)

65-69歳. 15(6.4) 31(13.3) 71(30.5) 3(1.3) 113(48.5) 233(100.0)

70-74歳 8(4.5) 15(8.5) 57(32.2) 5(2.8) 92(52.0) 177(100.0)

75歳以上 1(2.6) 2(5.3) 13(34.2) 1(2.6) 21(55.3) 38(100.0)

計 ･42(6.0) 71(10.1) 220(31.4) ll(1.6) 356(50.9) 700(100.0)

その也 60-64歳 8(3.2) 3(1.2) 46(18.3) 1(0.4) 194(77.0) 252(100.1)

65-69歳 3(1.3) 8(3.4) 44(18.9) 0 178(76.4) 233(100.0)

70-74歳 0 2(1.1) 32(18.1) 1(0.6) 142(80.2) 177(100.0)

75歳以上 0 0 5(13.2) 0 33(86.8) 38(100.0)

由にしうる金額が上昇していく,という相関がみ

られる｡とくに,｢共済組合の年金｣受給者のうち,

31.8%が ｢8-10万円未満｣に位置するのに対し

て,他の年金受給者は｢2万円未満｣｢2-4万円

未満｣のところに集中しているという対照性を示

している｡そして,先の年金の順序は,受給額の

序列と対応しているのである｡

したがって,就労による収入を度外視すれば,

受給している年金の種類,換言すれば,受給額の

多少が,自由にしうる月額と密接な関連をもつこ

とになっているといえよう｡

(4) 集団への参加状況

最後に,集団への参加状況について,その実情

および集団参加に関わる要因,という2つの側面

から多少掘り下げた分析を行っていくことにした

い｡というのは,就労の問題とともに,諸集団を

媒介とした社会的活動-の参与は,高齢婦人の生

きがいを高めるための,ひとつのそして重要な回

路になると考えられるからである｡このような視

点から以下の分析を行っていきたい｡ く表1-18)

まず,年齢階層別に集団参加の有無

をみた く表 1-17-(1)(2))と ｢よく参

加する｣｢ときどき参加する｣を合計し

て示した く図1-4)によって集団参

加の実情をみてみよう｡(表1-17-(1)

(2)〉ほ大変煩雑な表であるが,｢老人クラ

ブ｣｢趣味の会｣以外の諸集団の｢N.A.｣

が,いずれも50%を超えていることに気付く｡こ

の実質的内容は,集団-の不参加老であると推測

しうる｡したがって,｢よく参加する｣｢ときどき

参加する｣という積極的と消極的との差異はある

が,何らかの形で集団-の参加を行っている婦人

の数をデータとして生かし,この分析を行 うこと

にする｡その際,2つの集計方法が可能である｡

ひとつは,(図1-4)のように,程度の差はあれ

集団活動に参加している婦人を諸集団ごとに集計

する方法であり,これによって集団参加の実情分

析を行 うことができる｡もうひとつは,(表 1-18)

のように,複数の集団への参加者は言うまでもな

く,ひとつの集団にでも参加している婦人を集計

する方法であり,これは,集団参与に関わる要因

の分析に用いることができる｡後者については後

に触れることにして,前者の分析を行うことにし

よう｡

(図1-4)の中で,全体の参加率が10%に満

たない集団カテゴリーは有意性が低いとみなしう

るので,それ以外の諸集団についてその参加状況

集団への参加の有無 (年齢階層別) ()内は%

憲 何らかの集団活動に参加している 集団への参加なし N.A. 計

60-64歳 156(61.9) 52(20.6) 44(17.5)252(100.0)

65-69歳 166(71.2) 38(16.3) 29(12.4)233(99.9)

70-74歳 132(74.6) 22(12.4) 23(13.0) 177(100.0)

75歳以上 27(71.1) 7(18.4) 4(10.5) 38(100.0)
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く図1-4〉集団参加の状況 (｢よく参加する｣｢ときどき参加する｣の合計)(年歳階層別)
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く表1-19)参加率上位3集団 (年齢階層別) ( )内は%

志盲てこ 1 位 2 位 3 位

60-64歳 趣 味 の 会 婦 人 関 係 団 体 老人 クラブ
(25.4) (19.8) (16.3)

65-69歳 名人 クラブ 趣 味 の 会 交 友 会
(51.9) (22.3) (19.7)

70-74歳 老人 クラブ 老人福祉センター 趣 味 の 会
(66.1) 等の利用 (19.7) (15.9)

75歳以上 老人 クラブ 老人福祉センター 宗教関係の会

一等の利用｣は逆に,年齢階層が高く

なるにつれて参加率が上昇しているこ

と,また,｢交友会｣では,60歳代の年

齢階層のところで相対的に参加率が高

いこと,などがそれである｡これらの

点は,年齢階層別に,参加率の上位を

占める3つの集団を取 り出して示した

く表 1-19〉をみても明らかである｡

さらに,集団への参加状況の地域間

の差異を,これも参加率10%以上の集

をみていくことにする｡まず,｢全体｣の項につい 団について地域別にみた,(図1-5)によってみ

て,参加率の高い順に列挙すれば,｢老人クラブ｣ てみよう｡それぞれの集団の,地域間の差異は

(43.0%),｢趣味の会｣(20.8%),｢交友会｣(16.1 次のようなものである｡すなわち,｢老人クラブ｣

%),｢婦人関係団体｣(13.7%),｢老人福祉センタ は,各地域で参加率が最も高い集団であるが,｢東

一等の利用｣(13.2%),

｢宗教関係の会｣(ll.7

%),となっている｡みら

れるように,｢老人クラ

ブ｣が,他の諸集団に比

べてとりわけ高い参加率

を示しており,高齢婦人

にとっての中心的な位置

を占める存在になってい

るといえよう｡

しかし,これを年齢階

層別に,そして,集団別

にみれば,次のような差

異が認められる｡すなわ

ち,他の年齢階層では50

%以上の参加率を示して

いる ｢老人クラブ｣が,

｢60-64歳層｣のところ

で16.3%ときわめて低率

であり,したがって,｢老

人クラブ｣への主な参加

者は,60歳代後半以降の

年齢階層によって構成さ

れていること,｢婦人関係

団体｣｢趣味の会｣では,

年齢階層が高くなるにつ

れて参加率の下降がみら

れるのに対して,｢宗教関

係の会｣｢老人福祉センタ

くBl. - 5,集団-の参 加状況 ([書 皇雷管墓嘉JTる ｣の合計) (地域 別 )

5040302010 ｡ヽ■●●■●∫IiIHHI

l

■■■一一一■■■●■一●■●一●●一●■′一一●●一●■● .,ヽ●■■●■●●■●■● シ′●●●●■●●●●一●●一一■,●■ lf▲●f+●一■●●●■●■●●●■■●● (..I.l■●■lt-■●▲●
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(※全体の参加率10%以上の集団のみ)
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信｣｢北信｣で40%を超え,｢中信｣｢南

信｣では40%を割っているとい う差異

がみられること,｢婦人関係団体｣では,

｢南信｣で19.2%と高く,｢中信｣では

8.0%と低率であること,｢趣味の会｣

は,｢東信｣｢北信｣で高く,｢中信｣｢南

信｣ではやや低くなっているが,これ

とは逆に,｢宗教関係の会｣では,｢東

信｣｢北信｣で低 く,｢中信｣｢南信｣で

高くなっていること,｢老人福祉センタ

く表1-20〉参加率上位3集団 (地域別) ( )内は%

手打ここ 1 位 2 位 3 位

来 信 老人 クラブ 趣 味 の 会 老人福祉センター
(47.0) (26.3) 等の利用 (18.8)

北 信 老人 クラブ 趣 .味 の 会 交 ､友 会
(49.7) (22.3) (18.4)

中 信 老人 クラブ 趣 味 の 会 交 友 会
(37.6) (17.4) (15.2)

南 信 老人 クラブ 婦人関係団体 趣 味 の 会
(37.5) (19.2) (17.3)

一等の利用｣は,｢東信｣｢北信｣｢中信｣｢南信｣

の順に低率となっており,また,｢交友会｣は,4
地域ともはば同率であるが,｢東信｣で相対的に高

くなっていること,などである｡

また,〈表1-20)に示されている地域別の参加

率が上位の3集団についてみれば,すべての地域

で ｢老人クラブ｣が1位を占めていることは既述

の通りであるが,｢趣味の会｣が,｢南信｣では3

位であるものの,他の3地域ではいずれも2位と

なっており参加率の高い集団となっている｡地域

間の差異は,｢北信｣｢中信｣の3位が ｢交友会｣

であるのに対して,｢東信｣のそれが｢老人福祉セ

ンター等の利用｣であること,さらに,｢南信｣で

｢婦人関係団体｣が2位を占めていること,にみ

ることができる｡

ところで,以上の集団-の参加状況にみられる

年齢階層別および地域別のそれぞれの特質から,

次の諸点が指摘できよう｡すなわち,ひとつは,

60-76歳という17年間に限定された年齢層の範囲

ではあっても,各年齢階層に野応する集団が存在

していること,換言すれば,高齢婦人は,それぞ

れの年齢階層に見合った,したがってまた,自己

の能力や好みに合った集団を選択してその活動に

参加しているという実情が,少なくとも 〈図1-

4)で示されてLTる年齢階層別に参加率の異なる

集団がみられることによって,指摘できること,

そして,もうひとつは,集団参加の地域的差異は,

それぞれの地域における集団活動と集団への組織

化の状況とに規定されて現われていると考えら

れ,したがって,各地域での集団活動の実態との

照合が必要であること,がそれである｡

前者を,年齢階層に適合した集団を選択してい

るという意味で,集団参加-の主体的条件とみる

ならば,後者は,参加すべき集団の有無,あるい

は,その活動内容を含む集団参加-の客観的条件

と言うことができるであろう｡しかし,後者につ

いては,地域ごとの諸集団の存在と活動状況に関

する別の実態調査が必要となるので,ここでは,

前者についてさらに分析を加えていくことにす

る｡

前述のように,集団の種類別ではなく,いずれ

かの集団にひとつでも参加している高齢婦人を集

団参加者とみなし,その視点から集計し作表およ

び作図したものが,(表 1-18)および(表 1-21〉

く図1-6〉以下の図表である｡それらによって,

集団活動に参加している高齢婦人の特質をみてい

くとともに,集団参加-の主体的条件と先に名づ

けた内容を明らかにしてみたい｡

集団参加の有無を,高齢婦人の基本的属性ごと

にみたのが,(衰1-18)および(表 1-21)から(衰

1-26)までの表であり,それらをさらに,集団参

加者のみについて図示したのが く図1-6〉であ

る｡それらによれば,｢何らかの集団活動に参加し

ている｣者が68.7%を占め,｢集団-の参加なし｣

が17.0%,｢N.A.｣が14.3%となっている｡この

うち,｢N.A.｣はその大半が集団-の不参加者と

みることができるが,以下の分析では除外し,主

に 〈図1-6)によって,集団参加者の基本的属

性に関する特質をみていくことにする｡

まず,年齢階層別では,｢70-74歳層｣(74.6%)

をピークとしてその前後の年齢階層で低率になっ

ており,構成比を異にしているが,先にみた ｢老

人クラブ｣への年齢階層別の参加率と同じパター

ンを示している｡また,地域別では｢東信｣(62.9

%)で低く,｢北信｣(76.0%)で最も高率である

が,｢中信｣｢南信｣では,両者の中間にあっては
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く表 1-21)集団への参加の有無 (地域別) ( )内は%

∵∵ 何らかの集団活動に参加している 集団への参加なし N.A. 計

東 _伝 107(62.9) 36(21.2) 27(15.9) 170(100.0)

北 信 136(76.0) 20(ll.2) ■23(12.8) 179(100.0)

中 信 92(66.7) 10(7.2) 36(26.1) 138(100.0)

南 信 146(68.5) 53(24.9) 14(6.6) 213(100.0)

計 . 481(68.7) 119(17.0) 100(14.3) 700(100.0)

く表 1-22〉集団参加の有無 (学歴別) ( )内は%

＼㍉二大 学 専門学校 中等学校 尋常 .高等小学校 未 就 学 そ の 他 わからない N.A. 計

参 加 0 19 124 326 8 3 1 0 481(90.5) (77.0) (65.2) (72.7).(75,0) (100.0) (68.7)

不参加 0 1 19 96 2 0 0 1 119( 4.8) (ll.8) (19.2) (18.2) (50.0) (17.0)

N.A. 0 1 18 78 1 1 0 1 100
( 4.8) (ll.2) (15.6) ( 9.1) (25.0) (50.0) (14.3)

計 0 21 161 500 ll 4 1 2 700(100.1) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

く表 1-23)集団参加の有無 (健康状態別) ( )は%

㌦∵ 非常に健康 普 通 弱 い 病気で長 く寝 て い る N.A. 計

参 加 133(74.7) 274(69.7) 72(60.5) 1(12.5) 1(50.0) 481(68.7)

不参加 24(13.5) 62(15.8) 28(23.5) 5(62.5) 0 119(17.0)

N.A. 21(ll.8) 57(14.5) 19(16.0) 2(25.0) 1(50.0) 100(14.3)

く表 1-24〉集団参加の有無 (末子小学校入学時の年齢別) ( )内は%

入学時参加の年令の有無24歳以下 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳 50-54歳 55歳以上 N.A. 計参加 1(100.0) 6(85.7)50(72.5)125(69.8)178(69.0)62(68.9)2(50.0) 0 17(65.4)441(69~.6)

不 参 加 0 1(14.3) 7(10.1) 34(19.0) 47(18.2) 18(20.0 1(25.0)0 1(3.8)109(17.2)

N.A. 0 0 12(17.4) 20(ll.2) 33(12.8) 10(ll.1 1(25.0) 0 8(30..8) 84(13.2)

く表 1-25〉集団参加の有無 (年金等の受給状況別) ( )内は%

年金の参加種類の有無受けていない 老齢福祉年金 国民年金 厚生年金 各値や清出会の年金 恩 給 その他 わからない N.A.複数の年金 計

参 加 54(58.7)42(77.8)239(70.9)38(60.3)18 (81.8)15(71.4)12(63.2)6(100.0)2(25.0)55(70.5)481(69.6)

不 参 加 24(26.1) 8(14.8) 46(13.6)18(28.6) 1(4.5) 4(19.0) 3(15.8)0 1(12.5)14(17.9)119(17.0)

〟. A. 14((15.2) 4(7.4) 52(15.4) 7(ll.1) 3(13.6) 2(9.5) 4(21.1)0 5(62.5) 9(ll.5)100(14.3)

計 92(100.0)54(100.0)337(99.9)63(100.0)22(99,9)21(99.9)19(100.1)6(100,0)8(100.0)78(99.9)700(100.0)

く表 1-26〉集団参加の有無 (自由に使える金額別) ( )内は%

童£ 2万円未満 2-4 4-6 6-8 8-10 10万円 N,A. 計万円未満 万円未満 万円未満 万円未満 以上

参 加 196(63.8) 129(70.1) 59(76.6) 27(79.4) 28(71.8) 22(81.5) 20(62.5) 481(68.7)

不 参 加 70(22.8) 29(15.8) 8(10.4) 2( 5.9) 4(10.3) 2( 7.4) 4(12.5) 119(17.0)

N.A. 41(13.4) 26(14.1) 10(13.0) 5(14.7) 7(17.9) 3(ll.1) 8(25.0) 100(14.3)
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く図1-6〉何らかの集団参加者の属性別構成比

10090807065040302010

I

64読 69読 74読 以上 学校 辛校 等小学壬交読学 過 以下 29読 34読 39読 44読 49読 54読 いなし､礼午金 午金 午金 ∠LJ=午金 の午金 莱蘇 万円 万円 万円 万円 円以上

く表1-27〉集団参加の有無別家事の分姐状況 (M.A.) ( )内は%

蛋 家業.店番 留守番 夫の世話 孫の世話 ぬいものつくろいもの 炊 事 洗濯.掃除一買物など小動物の世話 庭や住まいの手入れ そ の他 N.A. 汁
参 加115(23.9)202(42.0)151(31.4)130(27.0)174(36.2)270(56.1)332(69.0)73(15.2)231(48.0)27(5.6)10(2.0)1715(-)

不参加 20(16.8)55(46.2)37(31.1)29(24.4)55(46.2)64(53.8)76(63.9)8(6.7)47(39.5)6(5.0)2(1.7) 399(-)

ド.A.17(17.0)27(27.0)24(24.0) 17(17.0)28(28.0)53(53.0)64(64.0)10(10.0)35(35.0)10(10.0)8(8.0) 293(-)

ぼ同率を示している｡さらに,学歴別では,｢未就
学｣を除けば,高学歴者になるほど,健康状態別

では健康な老ほど,また,末子の小学校入学時の

年齢別でもその年齢が若いほど,そして,自由に

使える月額別においても,｢8-10万円未満層｣を
例外とみれば,その金額が多くなるにつれて,そ

れぞれ集団への参加率が上昇するという相関関係

が認められる｡最後に,年金等の受給状況別では,

明確なパターンは示されていないが,｢受けていな
い｣者が58.7%と参加率が低く,支給額が高額で

あるとみられる ｢共済組合の年金｣受給者が81.8

%と最も高率であることからみて,収入の高さと

集団参加率との一定の相関を推測しうるであろ

う｡

以上の諸点を要約すれば,高学歴 ･健康 ･相対

的に若年での育児からの一応の解放 ･より多額な
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く図1-8〉何らかの集団参加者
者の就労の有無･職種･就労意
志の有無別構成比

く図1I7〉集団への参加者･不参加者別家事の分損状況

70605040302010 l t

=+≡参不参加 加

(%) 衣莱 留 夫 蘇の ぬついく 炊 洗買濯物 小動 庭手や入
寡辛 守 の世 世 もろのし､ 辛 ･な掃 ■ 物の住:れ漢
自由に使える月額,という高齢婦人の属性が,集

団-の参加と対応関係をもつ要素を構成してい

る,とみることができよう｡

次に,集団参加の有無別に家事の分担状況をみ

た く表 1-27)と,それを集団-の参加者および

不参加者のそれぞれについて図示したく図1-7)

から知りうることは,集団-の参加者の家事の分

担率は全般的に高いこと,言い換えれば,家事の

分担が必ずしも集団参加-の制約条件とはなって

いないということである｡ただし,不参加者の家

事分担が参加者のそれを構成比で上回っている

｢留守番｣｢ぬいもの ･つくろいもの｣のような,
家屋内に拘束されたり,一定の作業時間を要する

家事は,集団参加を妨げる要因にはなりうるであ

ろう｡しかし,その両者とも,それらを分担しつ

っなお集団へ参加している婦人も少なくないこと

からみて,相対的な意味でそうみなしうるにすぎ

908070605040302010

(%)項目無莱就勤人農莱自内職働働働
労営ききた汁たくなな老老莱いし､I.､

ないといえよう｡

最後に,就労の有無との関連で集団参加の状況

をみておこう｡(表 1-28)から(表1-30)まで

を,これも集団参加者について図示した く図1~

8)によってその特徴をみれば,まず,就業の有

無別では,｢就労者｣(74.1%)の参加率が ｢無業
者｣(64.2%)のそれをわずかであるが上回ってい

る｡そして,前者は,就労と集団参加という2つ

のルートを両立させながら社会的活動に参与して

いる高齢婦人を意味しており,このグループが対

象者全体に占める割合は34･4%となっている｡.普

た,就労者の職種別では,集団参加のための時間

的な融通性をもつと考えられる ｢農業｣｢自営業｣
で参加率が80%を超え,｢内職｣がこれらに次いで
いるのに対して,勤務時間に制約される ｢勤人｣

が53.7%と低率であることは,その条件からみて

青首しうる結果であろう｡最後の無業者の就労意
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く表 1-28〉集団参加の有無 (就労の有無別) ( )内は%

参加の有無 就労の有無 無 業 就 労 N. A. 計

参 加 237(64.2) 232(74.1) 12(66.7) 481(68.7)

不 参 加 77(20.9) 41(13.1) 1( 5.6) 119(17.0)

N. A. 55(14.9) 40(12.8) 5(27.8) 100(14.3)

く表 1-29〉集団参加の有無 (就労者の瓶種別) ( )内は%

参 加 29(53.7)125(80.6)30(83.3)40(72.7) 3(50.0) 2(66.7) 2(66.7) 1(100.0)232(74.1)

不 参 加 14(25.9) 13(8.4) 3(8.3)10(18.2)0 1(33.3)0 0 41(13.1)

N._A.ll(20.4) 17(ll.0) 3(8.3) 5 ( 9.1) 3(50.0) 0 1(33.3)0 40(12.8)

計 54(100.0)155(100.0)36(99.9)55(100.0) 6(100.0) _3(100,0) 3(100.0) 1(100.0)313(100.0)

く表 1-30〉集団参加の有無 (無業者の就労意志の有無別) ( )内は%

就労意志参加の有無 働 き た い 働きたくない 働 け な い N.A. 汁

参 加 47(72.3) 53(72.6) 130(58.6) 7 (77.8) 237(64.2)

不 参 加 10(15.4) 8(ll.0) 59(_26.6) 0 77(20.9)

N. A. 8(12.3) 12(16ー4) 33(14.9) 2 (22.2) 55(14.9)

志の有無別では,｢働きたい｣｢働きたくない｣が
ともに70%強で同率を示しているが,このことは,

就労意志の有無と集団参加との間には明確な対応

関係がないということを意味していよう｡また,

｢働けない｣のところで58.6%という低い参加率

となっているが,これは,第3章で明らかにされ

ているように,その半数が健康上の理由によるも

のである｡以上のように,無業者の場合にも集団

活動への参加者が64.2% (対象者全体の33.9%)

存在していることは,高齢婦人の社会参加の回路

のひとつとしての集団参加という文脈において評

価されるべきであろう｡

第2章 高齢婦人の就労状況

本章においては,高齢婦人の就労の実態を明ら

かにし,高齢婦人の就労状況の特質ならびに高齢

婦人の就労にたいする考え方の特徴点をのべるこ

とを課題としている｡

1 高齢婦人の就労の全般的特質

まず,高齢婦人の就業の全体的な割合について

みてみよう｡｢現在,収入になる仕事をしているか｣

との質問に対する回答は,調査対象者700人のうち

369人が ｢何もしていない｣と答え,313人が ｢何

か収入になる仕事｣をしているとのべている｡こ

れは,総体として,収入になる仕事をしている人

の割合は44.7%で,なにもしていない無業者の

割合は52.7%で,前者より,後者の方が多いこと

がわかる｡

このような高齢婦人の就労の全体的状況をふま

えて,つぎに年齢階級別にその傾向を詳しく検討

してみよう｡

この点については く表2-1)によりながら検

討してみると次のようなことがわかるiすなわち,

60-64歳層では,収入になる仕事をしている人の

割合は55.6%で,仕事を何もしていない人の割合

(43.3%)よりも多いことである｡この年齢階級

では,有業者が無業者よりも12%ほど多く存在し

ていることになる｡ところが,この年齢階級のひ

とつうえの65-69歳層になると逆に,仕事をして

いない人の割合が50.2%と増えて,仕事をしてい

る人の割合 (46.8%)よりも若干多くなっている｡

こうしたことから､この年齢階級が有業者と無業

者とのターニング･ポイントになっていることが

わかる｡こうした有業者と無業者との逆転現象は,
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く表2-1)年齢階級別 就労の有無 ()内は%

仕事をしている 何もしていない N.A. 計

60-64歳 140(55.6) 109(43.3) 3(1.1)252(100.0)

65-69歳 109(46.8) 117(50.2) 7(3.0)233(100.0)

70-74歳 57(32.2) 112(63.3) 8(4.5) 1_77(100.0)
75歳以上 7(18.4) 31(81.6) 0 38(100.0)

く表2-2〉地域別 就労の有無 ( )内は%

仕事をしているなにもしていない N.A. 計

東 信 82(48.2) 82(48.2) 6(3.5) 170

北 信 77(43.0) 97(54.2) 5(2.8) 179

中 ~信 65(47.1) 69(50.0) 4(2.9) 138

南 信 89(41.8) 121(56.8) 3(1,4) 213

70-74歳層になると一層顕著となる｡63.3%の人

が何も収入になる仕事をしておらず,仕事をして

いる人はわずかに32.2%となってしまう｡そして,

75歳以上の年齢層では,8割強の人々が,何も仕事

をせず,完全に引退してしまっていることがわかる｡

このような年齢階級別にみた高齢婦人の就労の

動向をまとめてみると,次の (図2-1)からも

明らかなように,高齢婦人の就労の割合は,その

加齢とともに就業率が低下していくことがわかる｡

そして,60歳代の後半までは就業率の低下傾向も

漸減傾向であるのだが,70歳をこえると無就業者

の割合が急増していることも明らかである｡

つぎに,高齢婦人の就労状況の地域別の特質を

〈表2-2)によりながらみておこう｡といって

ち,この裏自体からは,とりたててきわだった地

域的特性をのべることは難しいのであるが,若干

コメントを加えれば,つぎのような事は指摘できるだ

全 体

60-64才

65-69才

70-74才

75才以上

ろう｡まず,東信 ･中信地域では,収入

ある仕事をしている高齢婦人が多く,北

信 ･南信地域では逆に,なにもしていな

い人々が多くいることがわかる｡こうし

た数値の差は何によってもたらされてい

るのか-- 例えば,産業構造の地域的特

性によるものなのか,その他就労条件の差

によるものか- 不明であるが,この点は

次章で検討される無業者の就労意識とも

関連させて考えてみるべき事であろう｡

ところで,長野県におけるこのような

高齢婦人の就労状況は,他のデータと比

較してどのような特質をもっていると考

えられるであろうか｡高齢婦人の就労に関する調

査は比較的少ないのであるが,次の (表2-3)
は,内閣総理大臣官房老人対策室が1981年 1月に

実施した ｢労人の生活と意識に関する国際比較調

査｣の報告書よりとったものである｡

ところで,本調査とこの ｢国際比較調査｣とで

紘,調査対象や調査方法などが異なっているので

直接的な比較検討は不可能であるが,全般的傾向

は知 りうる､ものと思われる｡(表2-1)とく表2

-3)とを比べてみよう｡この両表の比較の結果

わかるように,長野県における高齢婦人の就労の

割合は,非常に高いということである｡それは,

合計の割合で比べた場合,ほぼ2倍の就労率であ

り,各年齢階級別で比べた場合でも,長野県の方

が就労している割合が約2割程高いことがわかる｡

全国レベルでは,すでに60歳台以前にリタイアの

傾向がはじまっていることがうかがえるのである｡

く図2-1〉年齢階級別 就労の傾向

仕事をしている 何もしていない
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く表213〉年齢階級別 就業の有無 (高齢女子) ( )内は%

仕事をしている 仕事はしていない 無 回 答 計
60-64才 79(36.9) 132 (61.7) 3 (1.4)214(100.0)

65-69才 42(24.1) 129 (74.1) 3 (1.7)174(100.0)

70-74才 16(12.6) 109 (85.8) 2 (1.6)127(100.0)

75才以上 3(2.7) 109 (96.5) 1(0.8)113(100.0)

〔出典〕内閣総理大臣官房老人対策室編 ｢老人の生活と意識｣

(昭和57年5月)313頁より作成｡

2 就労の要因分析

(1) 全体の傾向

ここでは高齢婦人のうち ｢現在,収入になる仕

事をしている｣人々の就労理由について検討しよ

う｡まず く表 2- 4)と く表 2- 5)とによって

全体の懐向をみておこう｡

(表2-4)は｢収入になる仕事をしている理由｣

のうち｢あてはまるものすべてに｣印をつけた複数

回答の集計の結果である｡この表からは,有業者

の就労理由の全般的傾向を知ることができるだろ

う｡全体として就業理由の第1位にあげられてい

るのは ｢健康によいから｣であり,つづいて第2

位は｢家計を補助するため｣であり,3番目は｢働

くのが楽しいから｣,第4の理由としては｢働かな

ければ生活できない｣からであり,第5位として

は｢自分のこづかいがほしいから｣となっている｡

つぎにこうした就労理由の順位を全体の割合でみ

ておけば次のようなことがいえるであろう｡すな

わち,就労しっづける要因として経済的要因(｢働
かなければ生活できない｣という生計維持的側面

や家計補助的側面さらには,自分のこづかい｣な

ど)をあげている割合と非経済的要因(これも｢働

くのが楽しい｣といった生きがい的な側面と健康

を保持していく側面とに別けて蓄えられるであ

ろうが)をあげている比率とが,その順位とは別

に,ほぼ同じ割合であげられていることである｡

(表 2- 5)は ｢仕事をしている理由｣のうち

｢1番大きな理由｣をひとつあげてもらったもの
を集計したものである｡この表によれば,就労し

っづけている最大の理由の第 1は,｢働かなければ

生活できない｣からであり,つづいて ｢家計を補

助｣しなければならないからという

経済的要因があげられている｡この

第1位,第2位の数値に ｢自分のこ

づかい｣のための割合を加えると,

就労の最大の理由のうち,経済的要

因がほぼ半数にのぼっていることが

わかる｡これに対して,健康上や｢働

くのが楽しい｣と上った非経済的要
田をあげているのは2割強であるO

こうした全体の傾向は,高齢婦人

の就労要因を考えるうえで興味ある点を示してい

るように思われる｡というのは,高齢婦人が現在

収入ある仕事についているのは,タテマ-として

は,個人的生きがいや家計の補助労働力としての

位置づけを自ら与えているのであるが,ホンネの

部分では,自分達の生活実態とのかかわりで,自

己の労働ないしは就労が不可欠のものとして考え

られているのではないだろうか｡

(2)年齢階級別の就労要因

ここでは年齢階級別にみた就労要因についての

動向を検討しておこう｡その基礎的資料としては

く表 2- 4)と く表 2- 5)とを利用し,さらに

それらにもどづいて作成した (図2-2)と く図

2-3)をも利用して,検討をしていくことにす

る｡

まず,年齢階級の全体的な傾向についてみてお

こう｡ここで全体の特徴的な流れについてすぐ気

づくのは,60-64歳における就労の理由の第1位

が ｢家計の補助｣であり,第2位が ｢働かなけれ

ば生活できない｣といった経済的要因があげられ,

そして,それら経済的要因の数値のいづれもが,

全体の平均的数値より高い割合を示していること

である｡したがって,第3位,第4位にあげられ

ている ｢健康上｣や ｢働くのが楽しい｣といった

非経済的な生きがい要因の数値は全体の平均的数

値よりも大きく下まわっていることになる｡とこ

ろが65歳以上の年齢層になると,60-64歳前の就

労要田とは逆に,第 1位,第2位にそれぞれ ｢健

康上｣｢働くのが楽しい｣という非経済的要因ない

し個人的生きがいがあげられている｡そして,そ

の割合も経済的要因より大きな数値を示している

ことがわかる｡このように,年齢階級別の全体の
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傾向としては,年齢の高まりとともに就労動機と

しての経済的要因の比重が下がり,それにともな

って,非経済的要因,なかでも個人的生きがい要

田と自分の健康保持的な要素が増えていくことが

わかる｡

こうした傾向は,就労についている ｢1番大き
な理由｣についても妥当することのように思われ

る｡たしかに く図2-3〉でみれば,60-64歳層

と65-69歳層とでは,それぞれ第1位と第2位と

もに ｢生活上｣と ｢家計補助｣という経済的要因

があがっている｡そして,この点はすでに前項で

みた全体の就労要因の傾向と一致した債向を示し

ているのである｡ところが(蓑2-5)によって,

それぞれの年齢階級別の就労要因の比率をみてみ

るとつぎのようになっている｡すなわち,60-64

歳層の ｢生活上｣と ｢家計補助｣との合計は49.3

%であるが,65-69歳層になると,それらの合計

は39.5%と大きくそのウエイトを落している点が

注目されよう｡それにたいして,非経済的要因の

ウエイトの動き方であるが,60～64歳層では15.7

%であったものが,65-69歳層では23.8%と増え,

70-74歳層では31.6%になっているのである｡こ

れらのことは,たしかに,高齢婦人の就労動機と

して経済的な理由というのは非常に高く,重要な

要因であることを示しているのであるが,その比

重は年齢階層によって変化しており,とくに非経

済的な要因との微妙なかかわりを重視する必要が

あるように思われる｡すなわち,高齢婦人にとっ

て,年齢にしたがって,就業それ自身がひとつの

(生きがい)になっている側面がみられるように

思われるということなのである｡そして,このこ

とは,高齢婦人の就労率が,年齢階層が上がるに

したがって,下がることとも関連しているのでは

ないだろうか｡

(3) 職業別の就労要因

職業別の就労要因については,(表2-6),(義

2-7〉,(表2-8)それと(図2-4)にもとづ

いて考えてみよう｡

まず,勤め人からみていこう｡勤め人の就労要

因の全般的な傾向としては,経済的要因(｢生活上｣
と｢家計補助｣)と非経済的要因(｢健康上｣と｢働
くのが楽しい｣)との割合がほぼ等しくなっている

ことである｡ただ ｢自分のこづかいが欲しい｣も

高い比率を示している点も興味深いものである｡

この ｢自分のこづかい｣というものは,厳密に言

えば,経済的要因となるのであるが,経済的動

機としては,個人的属性の強いものである｡とこ

ろで,就労の最大の理由であるが,｢生活上｣の理
由をあげている人が35%もあり,｢家計補助｣｢自
分のこづかい｣という他の経済的要因を加えると

60%近い割合で経済的動機をあげていることがわ

かる｡

つぎに農業従事者の就労動機についてみてみよ

う｡まず全般的傾向であるが,第1は ｢健康上｣

の理由があげられているが,それとほぼ同じ割合

で ｢家計補助｣の要因もあげられている点に,農

業という職業上の特質がみられるように思う｡こ

うした点については,就労の最大の理由として,

｢家計補助｣があげられている点にも,そして第

2位に ｢生活上｣不可欠な労働である点をあげて

いることとともに,その職業上の特質がみられよう｡

第3は自営業者である｡全般的傾向としては,

｢健康上｣｢家計補助｣｢生活上｣それぞれほぼ同
じ割合で就労理由としてあげられている｡が,最

大の理由では,｢生活上｣が30.6%と非常に高い割
合であげられている｡ここでは ｢健康上｣の要因

は逆に非常に低い水準となっている｡

最後は内職についてである｡この内職の全般的

傾向であるが,その職種的特徴が明瞭にあらわれ

ているようである｡第1には,｢働くのが楽しい｣
と第2には ｢自分のこづかい｣があげられ,この

両者で全体の約半数をしめている｡ついで,ほぼ

同じ割合で ｢健康上｣と ｢家計補助とがつづくの

である｡こうした傾向は,最大の理由の方になる

ともっと明確である｡約22%の人々が ｢自分のこ

づかいがはしいから｣内職をしているのであり,

14.5%の人々が内職が ｢楽しい｣と答えている｡

こうした傾向(｢働かなければ生活できない｣とい
う理由があげられず,ある意味では,純枠に個人

的な生きがいと考えている)は他の職種にみられ

ないものである｡

(4) 地域別就労要因の傾向

地域別にみた就労要因上の傾向であるが,これ

までみてきた,年齢階級別あるいは職種別就労要
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く表2-4〉年齢階級別 就労理由 (要因別)〔複数回答】 ( )内は%

① ② ③ ④ ⑤ ㊨ ⑦ ㊨ ⑨ ⑲ ⑳

働カ 生 家汁 自分 特技 健康 友だ 働く 家 た そ 無 汁
Iな 活け 十 J)杏 の や 生か に ちが のが にい 気て ～ いくつ の 回
でれ き 捕助 _づ ほ 質格 し よい ほ 莱 つも ま だ 他 答
は な す か し を た か し し り か

い る い い い ら い い だ ら
か た が か か か か か

ら め ら ら ら ら ら

60-64才 54(38.6) 65(46.4)35(25.0) 5(3.6) 49(35.0) 8(5.7) 38(27.1) 5(3.6)ll(7.9) 4(2.9) 8(5.7)282(201.4)

65-69才 30(27.5) 45(41.3)22(20.2)7(6.4) 62(56.9) 5(4.6) 46(42,2) 1(0.9)16(14.7) 4(3.7) 5(4.9)243(222.9)

70-74才 ll(19.3) 23(40.4) 6(10.5)5(8.8)34(59.7) 5(8.8) 27(47.4) 4(7,0) 5(8.8) 3(5.3) 1(1.8)124(217.5)

75才以上 0 3(42.9)2(28.6)0 5(85.7)■1(14.3) 6(85.7)1(14.3) 2(28.6)0 1(14.3) 22(314.3)
汁 95(30.4)136(43.5)65(20.8)17(5.4)151(48.2)19(6.1)117(37.4)ll(3.5)34(10.9)ll(3.5)15(4.8)671(214.4)

(

く表2-5〉年齢階級別 就労の最大の理由 〔単一回答法〕 ( )内は%

① ② @ ㊨ 6) ⑥ @ @ @ ㊨ ⑳

60-64才 39(27.9)30(21.4)13(9.3)4(2.9)17(12.1)0 5(3.6)0 2(1.4)4(2.9)26(18.6)

65-69才 22(20.2)21(19.3) 5(4.6)4(3.7)19(17.4)0 7(6,4)0 2(1.8)2(1.8)27(24.8)

70-74才 ll(19.3)ll(19.3) 1(1.8)1(1.8)12(21.1)0 6(10.5)0 2(3,5)2(3.5)ll(19.3)

75才以上~0 0 1(14.3)0 2(28.6)0 0 0 0 0 4(57.1)

(荏)表の(9-⑳は く表2-4〉の①～⑫に同じである｡

く表2-6〉耽種別 就労理由 ( )内は%

(》 @ (劃 ㊨ @ @ @ _(砂 @ ㊨

勤 人 23(16.3) 23(16.3)19(13.5)4(2,.8)30(21.3)9(6.4)20(14.2)2(1.4) 8(5.7) 1(0.7)

農 業 48(15.8)75(24.7)10(3.3)2(0.7)80(26.3)2(0.7)54(17.8)7(2.3) 12(3.9) 4(1.3)

自営業 ll(16.7)12(18.2) 4(6.1)3(4.5) 15(22.7)2(3.0) ll(16.7)0 2(3.0) 4(6.0)

内 職 7(5.6)18(14.3)26(20.6)7(5.6)20(15.9)5(4.0)28(22.2)2(1.6) 12(9.5)0
(注)表の①～⑳は く表2-4〉の①～⑳に同じ｡

く表2-7〉職種別 就業理由別回答率 %

(∋ @ -③ ㊨ 6) ⑥ (診 @ @ ⑲

勤 人 42.6 42.6 35.2 7.4 55.6 16.7 37二o p3.7 14.8 1.9

農 業 31.0 48.4 6.5 1.3 51.6 1.3 34.8 4.5 7.7 2.6

自 営 業 30.6 33.3 ll.1 8.3 41.7 5.6 30.6 0 5.6 ll.1

内 職 12.7 32.7 47.3 12.7 36.4 9.1 50.9 3.6 21.8 0

(荏)表の(》～⑬は く表2-4)の(9-⑩に同じ｡

く表218〉職種別 就業の最大の理由 ( )内は%

G) @ ③ ㊨ ⑤ @ ⑦ @ @ ⑲ ⑪

勤 人 19(35.2) 9(16.7) 4(7.4)3(5.6) 10(18.5) 0 2(3.7)00 1(1.9) 6(ll.1)

農 業 31(20.0) 40(25.9) 2(1.3) 0 29(18.7) 0 6(3.9) 0 2(1.3)3(1.9)42(27.1)

自営業 ll(30.6) 5(13.9) 1(2.8)2(5.6) 3(p8.3) 0 1(2.8)00 3(8.3) 10(27.8)

内 職 6(10.9) 7(12.7) 12(21.8)4(7.3) 6(10.9) 0 8(14.5) 0 4(7.3)0_ 8(14.5)
(注)表の①～⑬は く表2-4)の①～⑮に同じ
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く表2-9〉地域別 就業の理由 ( )内は%

① ■ @ @ ④ @ @ ⑦ ⑧ @ ⑲ ⑱

東 信 28(34.1)29(35.4)17(20.7)5(6.1)40(48.8)5(6.1)33(40.2)4(4.9) 9(9.8)4(4.9)4(4.9)

北 信 18(23.4)37(48.1)13(16.9)4(5.2)40(51.9)6(7.8)28(36.4)4(5.2) 9(ll.7)1(1.3)6(7.8)

中 信 17(26.2)32(49.2)12(18.5)2(3.1)36(55.4)3(4.6)25(38.5)2(3.1) 3(4.6)0 5(7.7)

(往)表の①～⑪は く衰2-4)の①～⑱に同じ

く表2-10〉地域別 就業の最大の理由 ( )内は%

(p @ ③ ㊨ G) ⑥ -し訂 ⑧ ⑨ ⑲ ⑳

東 信 23(28.0)ll(13.4) 4 (4.9)2(2.4)10(12.2) 0 10(12.2) 0 _ 2(2.4)2(2.4)18(22.0)

北 信 13(16.9)21(27.3) 7 (9.1)2(2.6)13(16.9)0 3(3.9) 0 1(1.3)1(1.3)16(20.8)

中 信 9(13~.8)12(18.5) 2 (3.1)2(3.1)13(20.0) 0 1(1.5) 0 2(3.1)0 24(36.9)

南 信 27(30.3)18(20.2) 7 (7.9)3(3.4)14(15.7)0 4(4.5) 0 1(1.1)5(5.6)10(ll.2)

(注)表の①～⑳ほ表2-4〉の①～⑪に同じ｡

く表2-11〉(高齢女子)就業の継続理由 ( )内は%

収入が欲しい 仕事そのものが面白い 友人 .仲間がえられる 体のためによし､ そ の 他 N.A 汁

60 64才 28(36.8) 8(10.5) 4 (5.3) 33(43.4) 3 (3.9) 76(100.0)

65-69才 16(41.0) 4(10.3) 1 (2.6) 15(38.5) 3 (7.7) 39(100.0)

70-74才 4(28.6) 3(21.4) 2 (14.3) 4(28.6) 1(7.1) 14(100.0)

75才以上 1(33.3) 1 (33.3) 53(40.2) 3(100.0)

(出典〕内閣総理大臣官房老人対策室編 ｢老人の生活と意識｣(昭和57年5月)314頁｡
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(荏)本国は (衰2-4)より作成した｡パーセントは単一回答で換算してある｡
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く図213〉年齢階級別 就業の理由 (要因順位囲)

全般 60-64才 家計補助 坐括上 健康上 働くのが楽しい こづかい65T-69才 健康上 働くのが楽しい 寡 十補助 生活上 こづかい

7b～74才 健康上 働くのが楽しい 家 †補助 坐括上 こづかい

負大 60-64才 坐括上 家計補助 健康上 こづかい 働くのが楽しい

65-69才 坐括上 家計補助 )健康上 働くのが楽しい こづかい

70-74才 健康上 生活上 手家計補助 働くのが楽しい たいくつ

く図214〉耽種別 就労の理由 (要因順位図)

第 一 位 第 二 位 第 三 位 第 四 位 第 五 位

勤人 全般 健康上 坐括上 家計補助 働くのが楽しい こづかい最大 坐括上 健康上 家計補助 こづかい 特技をいかす

農莱 全般 健康上 家計補助 働 くのが楽しい 生活上 たいくつ最大 家計補助 坐括上 健康上 働くのが楽しい

自営莱 全般 健虚上 家計補助 坐括上 働くのが楽しい こづかい最大 坐括上 家計補助 健虚上 特技をいかす

内職 全般 働くのが楽しい こづかい 健康上 家計補助 たいくつ

(注1)①生活上- ｢働かなければ生活できないから｣
(診家計補助- ｢家計を補助するため｣
③ こづかい- ｢自分のこすかいがはしいから｣

④特技をいかす- ｢特技や資格を生かしたいか

ら｣

6)健虚上- ｢健康によいから｣
⑥働くのが楽しい- ｢働くのが楽しいから｣

く表2-12〉年齢階級別 有業者の職種

⑦たいくつ- ｢たいくつだから｣

(注ⅠⅠ) この両図で ｢全般｣とは就労の理由のあては
まるものすべてに印をつけたという意味であり
｢最大｣とは就労理由の ｢一番大きな理由｣を
意味している｡

( )内は%

◎ 勤 人 (診 農 業 (9 自営業 ④ 内 職 N.A. (9 + (診 (令 + (卦 ② + ④

60-64才 36(25.7) 60(42.9) 17(12.1) 21(15.0) 0 5(3.8) 1(0.7)0
65-69才 12(ll.0) 57(52.3) 12(ll.0) 23(21.1) 0 i(0.9) 1(0.9) 3 (2.8)

70-74才 6(10.5) 33(57.9) 7(12.3) 9(15.8) 1 (1.8)0 1(1.8)0
75才以上 0 5(71.4) 0 2(28.6) 0 0 0 0

因のように明確な特徴点はえられない｡がのちに

く蓑2-14)でみる ｢有業者の地域別職種｣構成
の違いを反映してか,若干の地域的な傾向の違い

があるようである｡

まず全般的傾向であるが,北信と中信地方とは

就労の理由としてあげられている順位も同じであ

り,その割合もほぼ等しいことがあげられよう｡

東信地方では,非経済的要因がやや高く,南信で

は ｢こづかい｣の比重が高い (この点は,南信地

方で｢内職｣の割合が高いことと相関しているのか

もしれない)0

最大の理由についてであるが,ここでも北信と

中信とは同じ傾向(｢家計補助｣が第 1で,ついで
｢生活上｣があげられている)である｡それに対

し,東信と南信では,｢生活上｣の理由を第 1にあ
げている｡

3 有業者の職睡分類

本項では (表 2-12)によりながら有業者の職
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く表2-13〉職種別 引退希望年齢 %
勤 人 農 業 自営 業 内 職

60-64才 66.7 38.7 47.2 38.2

65-69才 22.2 36.8 33.3 41.8

70-74才 ll.1 21.3 19.5 16.4

75才以上 0 3.2 0 ` 3.6

(表2-12)より作成｡

く表2-74〉地域別 有業者の職種

く表2-15〉 %

勤 人 農 業 自営 業 内 .敬

東 信 27.8 27.1 19.4 25.5

北 信 20.4 31.0 19.4 14.5

中 信 14.8 25.8 ll.1 18.2

南 信 37.0 16.1 50.0 41.8

( )内は%

(》 勤 人 (診 農 業 (9-自営業 ~④ 内 職 N.A. (》 +(診 @ + @ ③ + ㊨

東 信 15(18.3) 42(51.2) 7(8.5) 14(17.1) 0 2 (2.4) 1 (1.2) 1 (1.2)

北 信 ll(14.3) 48(62.3) 7(9.1) 8(10.4)0 2 (2.6) 1(1.3) 0

中 信 8(12.3) 40(61.5) 4(6.2) 10(15.4) 0 1 (1.5) 1(1.5) 1(1.5)

南 信 20(22.4) 25(28.1) 18(20.3) 23(25.8) 1 (1.1) 1(1.1)0 1(1.1)

種分類をおこなう｡

全体の職種構成では,ほぼ過半数が農業従事者

であり,兼業農家を加えれば過半数を超えている

点が特徴的なことであろう｡そのあとは,勤め人

が17.3%,同じく内職が17.3%であり,自営業者

が11.5%となっている｡

つづいて,年齢階級別に有業者の職種分類上の

特徴についてのべてみよう｡まず,就労の全体の

状況と同様に各職種とも,加齢とともにその割合

が減少しているのが目につくのである｡

(表 2-13)は各職種毎の引退の動向を示した

ものであるが,これによると勤め人は65-69歳に

なると引退の割合が急増していることがわかる｡

他方,農業従事者の場合は,就労しっづけている

年齢階層が平均して高い状態にあることがわか

る,70-74歳位までは多くの農業従事者は就労状

態にあると考えられよう｡自営業についても,農

業従事者と同じような優向がみられる｡内職につ

いては,年齢階層にともなう懐向はしいてみられ

ないが,65-69歳層で内職をする人々が増えてい

るのが,他職種にはみられない特徴である｡

ついで,(表2-14)とく表 2-15〉とによりな

がら,地域別に有業者の職種分類の特徴について

みておこう｡

全体に各地域とも,農業従事者のしめる割合が

他の職種と比べて高いのであるが,とりわけ,北

信地方で高い割合になっている｡反対に南信地方

では,農業従事者のしめる割合が低くなっている

点が目につくのである｡

勤め人については南信で多く (22.4%)ついで

東倍 (18.3%)となっている｡地域間の比較では

中信地方が極端に少ないことがわかる｡

自営業者はいづれの地方でも職種構成としての

比重は低いのであるが,地域間比較では,過草数

が南信に集中していることがわかる｡

内職については,いづれの地域でも10%程度の

割合で存在しているようであるが,南信地方では

4分の1が内職していることがわかる｡南信地方

はさきにみた自営業者の割合も他地域と比べると

高いこととあいまって,他地域とは異なった職種

構成を示していると考えてよいだろう｡

4 就労継続の意志

高齢婦人の就労継続の意志を年齢階級別,職種

刺,地域別にまとめた表が (表2-16〉,(表 2-

17),く表 2-18〉である.

これら3表から高齢婦人の就労継続の意志は,

非常に高いことがわかる｡いづれも70%をはるか

に超えた就労継続の意志をもっている｡

ただ細い点であるが気づいた点を二,三のべて

おきたい｡年齢階級別では65-69歳層が退職希望

(11%)を示している｡これは就労理由の変化と

も関連があるかもしれない｡また職種別では,勤

人がやや就労継続の意志が少なく,その分転職希

望のパーセントが若干ふえているようである｡退
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く表2-16〉年齢階級別 就労継続の意志 ( )内は%

このまま続けたい ちがう仕事をしたい 仕事をやめたい N.A. 計

60-64才 117 (83.6) 6 (4.3) 7 (5.0) lO (7.I) 140 (100.0)

65-69才 84 (77.1) 1 (0.9) 12 (ll.0) 12 (lltq) 109 (100.0)

70-74才 54~(94.7) 0 2 (3.5) 1 (1.8) 57 (100.0)

75才以上 6 (85.7) 0 0 1 (14.3) 7 (100.0)

く表2-17〉戦種別 就労継続の意志 ( )内は%

このまま続けたい ちがう仕事をしたい 仕事をやめた.い N.A. 計

勤 人 40 (74_1) 2 (3.7) 6 (ll.1) 6 (ll.1) 154

農 業 130 (83ー9) 4 (2.6) 7~(4.5) 14(9.0) 155

自 営 業 29 (80.6) 1 (2.8) 4 (ll.1) 2(5.6) 36

く表2-18〉地域別 就労継続の意志 ( )内は%

このまま続けたい ちがう仕事をしたい 仕事をやめたい N.A 計

東 信 65 (79.3) 4 (4.9) 7 (8.5) 6 (7.3) 82

北 信 69 (89.6) 0 3 (3.9) 5 (6.5) 77

中 信 54 (83.1) 1 (1.5) 4 (6.2) 6 (9.2) 65

南 信 73 (82.0) 2 (2.2) 7 (7.9) 7 (7.9) 89

く表2-19〉年齢階級別 勤続年数 ( )内は%

5年 未 満 5-9年 10- 14年 15-19年 20-24年 25-29年 30年 以 上 N.A.

60-64才 15 (10.7) 12(8.6) 16 (ll.4) 7(5.0) ll (7.9) 7(5.0) 57(40.7) 15 (10.7)

65-69才 3 (2.8) 8(7.3) 9 (8.3) 6(5-.5) 3 (2.8) 7(6.4) 63(57.8) 10 (9.2)

70-74才 4 (7.0) 4(7.0) 1 (1.8) 4(7.0) 0 0 33(57.9) 8 (14.0)

75才以上 1 (14.3) 0 2 (28.6) 0 3 (5.3) 0 2(28.6) 2 (28.6)

.(荏)昭和57年より就労開始年を逆算して勤統年数とする｡

く表2-20〉職種別 勤続年数 ( )内は%

■15年 未 満 5-9年 10- 14年 15-19年 20-24年 25-29年 30年 以 上 'N.A.

勤 _ 人 7 (13.0) 10(18.5) ll(20.4) 5(9.3) 7 (13.0) 3 (5.6) 8(14.8) 3(5.6)

農 業 1 (0.6) 1(0.6) 2(1.3) 1(0.6) 7~(1.9) 5 (3.2) 115(74.2) 27(17.4)
自 営 業 0 2(5.6) 2(5.6) 7(19.4) 1 (2.8) 3 (8.3) 18(50.0) 3(3.6)

内 職 14 (25.5) 6(10.9) ll(20,0) 3(5,5) 6 (10.9) 3 (5.5) 10(18.2) 2(3.6)

職希望では,同じく勤人と自営業者とで多くみら

れる｡地域別では,それ程の違いはみられないが 5 勤続年数

北信地方で就労継続意志が高くみられ,転職希望

はゼロ,退職希望は他域 と比べても最低 となって 本項では,高齢婦人の有業者の勤続年数の傾向

いる｡ を (表 2-19)と く表 2-20)とによりながら,

年齢階級別と職種別とについてみてみよう｡

全体では,約50%が30年以上勤続年数を経てい
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く表2-21〉年齢階級別 月収 ( )内は%

2万円未満 2-4万円 4-6万円 6-8万円 8-10万円 10万円以上 .N.A.

60-64才 13 (9.3) 22 (15.7) 22 (15.7) 19 (13.6) ll (7.9) 13(9.3) 40(28.6)

65-69才 ll (10.1) 25 (22.9) 15 (13.8) 7 (6.4) 1 (0.9) 5(4.6) 45(41.3)

70-74才 4 (7.0) ll (19.3) 4 (7.0) 3 (5.3) 3 (5.3) 1(1.8) 31(54.4)

75才以上 0 2 (28.6) 1 (14.3) 0 0 0 4(57.1)

く表2-22〉職種別 月収 ( )内は%

2万円未満 2-4万円 4-6万円 6-8万円 8-10万円 10万円以上 N.A.

勤 人 1 (1.9) 7 (13.0) 13 (24.1) 15 (27.8) 6 (ll.1) 7 (13.0) 5 (9.3)

農 業 6 (3.9) 26 (16.8) 12 (7.7) 2 (1.3) 4 (2.6) 6 (3.9) 99 (63.9)

自 営 業 2 (5.6) 3 (8.3) 8 (22.2) 4 (ll.1) 2 (5.6) 6 (16.7) ll (30.6)

く表2-23〉勤人の雇用形態 ( )内は%

役 員 常 雇 臨 時 雇 日 雇 N.A. 計

60-64歳 5(12.2) 25(61.0) 10(24.4) 1(2.4) 0 41(100.0)

65-69歳 , 4(30.8) 3(23.0) 4(30.8) 2(15.4) 0 13(100.0)

70-74歳 1(16.7) 3(50.0) 0 2(33.3) 0 6(100.0)
75歳以上 0 0 0 0 0 .0

く表2-24)勤務先の企業規模 (従業員数) ( )内は%

29人以下 30-49人 50-99人 100-299人 300人以上 N.A. 計

60-64歳 26(63.4) ll(26.8) 2(4.9) 2(4.9) 0 0 41

65-69歳 10(76.9) 2(15.4) 0 0 0 1(7.7) 13

70-74歳 3(50.0) 1(16.7) 0 1(16.7) 0 1(16.7) 6

75歳以上 0 0 0 0 0 0 0
計 39(65.0) 14(23.3) 2(3.3) 3(5.0) 0 2(3.3) 60

く表2-25)勤務先の事業所の業種 ( )内は%

農 林 業 建 設 業 製 造 業 卸.小売業 金融.保険 サービス業 公 務 計

60-64歳 1(2.4) 1(2.4) 17(41.5) 9(22.0) 1(2.4) 9(22.0) 3(7.3) 41

65-69歳 2(15.4) 1(7.7) 6(46.2) 2(15.4)0 1(7.7) 1(7.7) 13

70-74歳 0 0 2(33.3)0 1(16.7) 3(50.0) 0 6

75歳以上 0 0 0 0 0 0 0 0

く表2-26)勤人の職務 ( )内は%

事 務 販売.外交 手 作 業 雑 役 技 能 職 そ の 他 N.A. 計

60-64歳 5(1.2) 5(12.2) 18(43.9) 6(14.6) 4(9.8) 2(4.9) 1(2.4) 41

_65-69歳 1(7.7) 2(15.4) 4(30.8) 4(30.8)0 2(15.4)0 13

70-74歳 1(16.7) 1(16.7) 2(33.3) 2(33.3)0 0 0 6

75歳以上 0 0 0 0 0 0 0 0
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る｡60-64歳では40%が30年以上の年数であるが,

5年未満と10-14年未満とでそれぞれ10%台であ

ることが目につく｡また,5年未満の勤続年数か

ら14年未満のそれまでで30%になるわけで,これ

紘,中高年齢期に就労したことを意味していよう｡

職種別では,勤め人が,14年未満までの勤続年

数で50%をこえており,やはり中高年期に勤めは

じめたことがわかる｡また長期勤続も14.8%とか

なりの人数になっている｡農業従事者は圧倒的に

30年以上である｡自営業者も30年以上が過半数を

占めている｡内職は,勤め人と同じような傾向を

見せているが,5年未満の人々が4分の1いるの

が特徴的なことであろう｡

6 月 収

有業者全体の月収の動向をみておこう｡ただ月

収については 〈表2-21),(表2-22)にみられ

るように無回答が大変多く,高齢婦人の生活実態

を正確に反映しているのかどうか不安が残るが,

表で示されているかぎりで検討しておこう｡

全体では,2-6万円の幅のところに月収は集

中しているようであるが,｢生活｣のために就労す
る割合の多い60-64歳の年齢階層は全般的に散ら

ばっているといえよう｡

職種別では,約半数が4-8万円台に集中して

いるが,月収10万円前後でも4分の1を示してい

ることも注目してよいであろう｡農業従事者は2

-4万円前後のところに収れんしているように思

える｡自営業者は,4-8万円のところに約3割

の人々がおり,10万円以上にも16.7%の人々がい

ることがわかる｡内職は,さきにみた就労の理由

にあったように (自分のこづかい),2万円未満

(32.7%)と2-4万円 (41.8%)に集中してい

る｡

7 勤人の就労形態

まず,勤人の勤務先の事業所の規模(表2-24)

であるが,65%が29人以下の小規模企業であり,

50人以下を加えれば88%が小規模零細企業で就労

していることがわかる｡

ついで事業所の業種 ((表2-25))であるが,

4割強が製造業で,ついでサービス業,卸 ･小売

業となっており,この3業種で8割をこえている

ことがわかる｡

つぎに勤人の雇用形態であるが,51.7%が常雇

であり,60-64歳の年齢階層は61%が常雇である

ことがわかる｡臨時雇(｢1カ月以上 1年以内の雇

用期間を定めて雇われている｣)は23.3%おり,会

社,団体,公社などの役員は16･7%,日雇(｢日雇

あるいは1カ月未満の契約で雇われている｣)紘

8.3%である｡

最後に勤人の職務であるが,6割が手作業 ･雑

役などの単純職務であることがわかる｡

8 まとめ

以上で,高齢婦人の就労状況についての分析を

終わるのであるが,最後に,特徴的な諸点をまと

めてのべておくことにする｡

第 1に,長野県における高齢婦人の就労の割合

は,全国的レベルと比較して,非常に高いように

思われることである｡

第2に,年齢階層が上るにしたがって,高齢婦

人の就労率は下っていくということである｡69歳

までの就労率は,ほぼ半数であるが,70歳をこえ

るとその割合は約3分の1になってしまう｡

第3には,加齢にしたがって,就労要因,就労

動境が変化していることがわかる｡すなわち,年

齢階層が上るにしたがって,就労の理由が,経済

的要因から非経済的要因に移行していく傾向が見

受けられる｡この変化の分岐点もやはり,70歳と

いうことがいえる｡

第4は,農業従事者の引退年齢が他職種と比べ

て,高齢であるということである｡

第5は,有業者の就労継続の意志は,年齢 ･職

種･地域の別なく,大変に高いということである｡

第 3章 無業者の就労意識

この章では,｢収入になる仕事をしていない｣無

業者について,就労希望の有無,就労希望理由,

希望職種などの就労意識の状況をみることにする｡

なお,有効標本700のうち,無業者は369であり

52.7%に当たる｡
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く表3-2)地域別,無業者の就労希望の有無

働 きた い 働きたくない 働 けない 無 回 答 計

東 信 13(15.9) 15(18.3) 49(59.8) 5(6.1) 82(100.0)

北 信 12(12.4) 31(32.0) 54(55.7) 0(0.0) 97(100.0)

中 后 14(20.3) 10(14.5) 44(63.8) 1(1.4) 69(100.0)

南 信 26(21.5) 17(14.0) 75(62.0) 3(2.5) 121(100.0)

計 65(17.6) 73(19.8) 222(60.2) 9(2.4) 369(100.0)

く表3-3〉年齢階級別,無業者の就労希望の有無

働 きた い 働きたく~ない .働 けない 無 回 答 計

60 - 64 歳 30(27.5) 24(22.0) 54(39.5) 1(0.9) 109(100.0)

65 - 69 歳 20(17.1) 18(15.4) 76(65.0) 3(2.6) 117(100.0)

70 - 74 歳 12(10.7) 27(24.1) 68(60.7) 5(4,5) 112(100.0)

75 歳 以 上 3(9.7) 4(12.9) 24(77.4) 0(0.0) 31(100.0)

く表3-4)健康状態別,無業者の就労希望の有無 ( )は%

働 きた い 働きたくない 働 けない 無 回 答 計

非 常 に 健 康 17(21.5) 19(24.1) 41(51.9) 2(2.5) 79(100.0)

普 通 43(23.2) 42(22.7) 96(51.9-) 4(2.2) 185(100.0)

弱 い 5(5.2) 12(12.4) 77(79.4) 3(3.1) 97(100.0)

ね た き り 0(0.0) 0(0.0) 8(100.0) 0(0.0) 8(100.0)

く表3-1〉無業者の就労希望の有無

人数 %

働 き た い 65 17.6

働きたくな̀~い 73 19.8

働 け な い 222 60.2

無 回 答 9 2.4

1 就労希望

無業者の就労希望の状況は (表3-1〉に示す

とおり,｢働きたい｣17.6%,｢働きたくない｣19.8

%,｢働けない｣60.2%である｡就労希望者17.6%

という数字が果して高いものか低いものかの判断

は他県の同種調査と比較する他はないが,幸い東

京都が昭和52年に実施した 『東京都老人福祉基礎

調査』に同種データが得られるので,これと比較

しておこう｡この調査によれば,60歳以上の女性

で無業者のうち ｢働きたい｣者は8.2%,｢働きた

くない｣33.5%,｢働けない｣51.5%である｡これ

と比較して明らかなように長野県の高齢婦人の場

令,｢働きたい｣が東京にくらべて約9%ポイント

高く,他方,｢働けない｣も約9%ポイント高くな

っており,その分だけ ｢働きたくない｣が低い｡

したがって,全般的に評価すると東京都よりも長

野県の高齢婦人の方が勤労への志向が強いといえ

る｡

次に,就労希望状況の地域別の分布をみておこ

うO(蓑3-2)がそれであるが,｢働きたい｣で

は,｢兼備｣15.9%,｢北借｣12.4%,｢中信｣20.3

%,｢南信｣21.5%となっており,東北信に就労希

望者が少なく,中南信に多い分布を示している｡

この点に関して,北信地域に位置する飯山市が

昭和56年に実施した 『飯山市老人生活実態調査』

に同種データがあるのでみておくことにしよう｡

それによれば,飯山市の60歳以上女性で就労を希

望したのは10.6%であった｡本調査の ｢北信｣地

域の就労希望者は12.4%であるが,これは誤差の

範囲で一致した数字とみなしてよく,東北信より

中南信で就労への意欲が強いといえるようであ

る｡その理由は,もちろんこれだけのデータから

は明らかにできない｡

(表 3-3)は年齢階級別にみたものだが,｢働

きたい｣者は ｢60-64歳｣で27.5%,｢65-69歳｣

で17.1%,｢70-74歳｣で10.7%,r75歳以上｣で

9.7%と高齢になるにしたがって,その割合は低く

なっている｡逆に ｢働けない｣者は年齢とともに

割合が多くなっており,｢働きたい｣者が年齢とと

もに減少するのは ｢働きたくない｣者の割合が増
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く表3-5〉家族形態別,無業者の就労希望の有無 ( )は%

働 きた い 働きたくない 働 け な い 無 回 答 計

一 人 ぐ ら し 8(28.6) 4(14.3) 16(57.1) 0(0.0) 28(100.0)

夫 婦 の み 9(17.0) 7(13.2) 35(66.3) 2(3.8) 53(100.0)

未 婚 子 同 居 4(14.8) 6(22.2) 15(55.6) 2(7.4) 27(100.0)

同上(夫含まず) 3(20.0) 2(13.3) 10(66.7) 0(0.0) 15(100.0)

既 婚 子 同 居 19(16.2) 28(23.9) 67(57.3) 3(2.6) 117(100.0)

同上(夫含まず) 20(18.2) 24(21.8) 64(58.2) 2(1.8) 110(100.0)

そ の 他 2(ll.8) 1(5.9) -14(82.4) 0(0.0) 17(100.0)

無 回 答 0(0.0) 1(50.0) 1(50.0) 0(0.0) 2(100.0)

く表3-6〉年金種類別,無業者の就労希望の有無 ( )は%

働 きた い 働きたくない 働 け な い 無 回 答 計

無 年 金 7(18.4) 7(18.4) 24(63.2) 0(0.0) 38(100.0)

老齢福祉年金 6(17.1) 4(ll.4) 22(62.9) 3(8.6) 35(100.0)

国 民 年 金 24(14.1) -38(22.4) 105(61.8) 3(1.8) 170(100.0)

厚 生 年 金 13(35.1) 8(21.6) 15(40.5) 1(2.7) 37(100.0)

共 済 年 金 1(6.3) 5(31.3) 10(62.5) 0(0.0) 16(100.0)_

恩 給 3(23.1) 3(23.1) 6(46.2) 1(7.7) 13(100.0)

そ の 他 2(16.7) 0(0.0) 10(83.3) 0(0.0) 12(100.0)

わ か ら な い 0(0.0) 2(50.0) 2(50,0) 0(0.0) 4(100.0)

複数年金受給 9(20.9) 6(14.0) 27(62.8) 1(2.3) 43(100.0)

無 . 回 答 0(0.0) 0(0.0) 1(100.0) 0(0.0) 1(100.0)

加することによるのではなくて,働きたくとも｢働

けない｣という意識が強くなるからだということ

がわかる｡

その他,就労希望の有無に関係すると思われる

要田のうち,ここでは ｢健康状態別｣,｢家族形態

別｣,｢年金種軒別｣の3つについてブレイク･ダ

ウソした結果をみておくことにしよう｡

健康状態別に就労希望の有無をみると,〈表3-

4)に示されてあるように,明らかな相関関係が

読みとれる｡すなわち,｢働きたい｣者の割合は,

｢非常に健康｣21.5%,｢普通｣23.2%,｢弱い｣

5.2%,｢ねたきり｣0%と健康であるほど高く｢働

きたくない｣者もほぼ同様の傾向であるが,｢働け

ない｣者は,健康であるほどその割合が低くなっ

ている｡

次に,家族形態別に就労希望をみると,(表3-

5)のように,｢一人ぐらし｣の者に就労を希望す
る者がとりわけ多く28.6%を示すが,他の家族形

態の場合には,就労希望者の割合は特に大きな差

がみられない｡あえて特徴を指摘すれば,子と同

居をしている場合でも,夫が存命である場合とす

でに死亡している場合には,後者に就労希望者の

割合が高いことである｡すなわち,｢未婚子同居｣

で夫を含む場合の就労希望者は14.8%であるのに

対し,夫を含まない場合は20.0%と後者の割合が

大きい｡他方,｢既婚子同居｣についても夫を含む

場合の就労希望者は16.2%であるが,夫を含まな

い場合は18.2%へシフトしている｡

最後に年金種類別の就労希望であるが,(表3-

6)をみると明らかなように,無年金者であるか
らといって特に就労希望が強いわけでもなく,普

た,有年金者でも,その種類による就労希望の差

には一貫性がみられない｡一般的には,｢老齢福祉

年金｣,｢国民年金｣,｢厚生年金｣,｢共済年金｣の

順に受給額は大きくなるのであるが,就労希望の

割合にはそのような順序関係がみられないことか

ら,就労希望の経済的動機は弱いものと予想され

る｡

2 就労希望理由

就労を希望した者が,どのような理由から就労

を希望しているのかを検討する｡

(表3-7)紘,いろいろある理由の中で ｢一

番大きい理由｣として回答してもらったものをま

とめたものである｡この表をみて特徴的なことは,

他の同種調査にくらべて,｢経済的理由｣が低いこ

とである｡｢働らかなければ生活できないから｣と

いう理由は就労希望老中のわずか3.1%でしかな

く,｢家計を補助するため｣も6.2%と高くはない｡
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く表3-7)就労希望者の最大の希望理由
(単一回答法)

人数 %

働かなければ生活できないから 2 3.1

家計を補助するため 4 6.2

自分のこづかいがほしいから ll 16.9

特技や資格をいかしたいから 2 3.1

健康によいから 20 30.8

友だちがほしいから 0 0.0

働くのが楽しいから ll 16.9

家にいても気づまりだから 1 1.5

たいくつだから ･7 ･10.8

その他 0 o■.o

計 65 100.0

く表3-9)就労希望者の最も希望する職種

人数 %

事務的な仕事 7 10.8

人と折衝する仕事 4 6.2

簡単な手工業.手作業 25 38.5

単純労務的な仕事 3 4.6

特技.技能.資格を活かせる仕事 2 3.1

その他の仕事 4 6.2

どのような仕事でもよい 7 10.8

無回答 13 20.0

｢自分のこづかいがはしいから｣という理由にな

ってやっと16.9%になっている｡以上の3つが｢経

済的理由｣になるわけだが,これを合計しても,

26.3%であり,経済的な事情から就労を希望する

人は希望者全体の4分の1程度でしかなく,しか

もその多数は ｢こづかい｣を得たいというもので

経済動機としてほそれほど強いものではない｡先

に引用した 『東京都老人福祉基礎調査』を再び引

用すれば,60歳以上女性無業者で就労を希望する

者の最も多くが経済的理由を挙げており,｢生活費

が必要｣とした老19.4%,｢こづかいがほしい｣と

した老16.1%,両者合わせて35.5%にのぼる｡こ

れと比較すると,長野県の場合,切実な経済的要

求で就労を希望するのはむしろ少数派といえるだ

ろう｡

よいから｣という理由であり,30.8%の者がこれ

を最大の理由としている｡次いで多いのは,｢働く

のが楽しいから｣という理由であり16.9%,｢たい

く表3-8)就労希望者の希望理由 (複数回答法)

人数 回答率

健康によいから 37 56.9

働くのが楽しいから 28 43.1

自分のこづかいがはしいから 18 27.7

たいくつだから 14 21.5

家計を補助するため 10 15.4

友だちがはしいから 9 13.8

家にいても気づまりだから 7 10.8

働かなければ生活できないから 3 4.6

特技や資格をいかしたいから 2 3.1

(注)複数回答であるので,回答率を合計しても100%には
ならない｡

く表3-10)就労希望者の希望転種 (複数回答法)

人数 回答率

簡単な手工業.手作業 30 46.2

事務的な仕事 12 18.5

どのような仕事でもよい 9 13.8

単純労務的な仕事 7 10.8

人と折衝する仕事 4 6.2

その他の仕事 4 6.2

(注)複数回答法であるので,回答率の合計は100%になら
ない｡

くつだから｣10.8%である｡｢経済的理由｣及び｢健

康上の理由｣以外の理由は ｢生きがい的理由｣と

でもいいうるものであり,就労希望理由をこの3

つのカテゴリーに再編すると,｢経済的理由｣26.2

%,｢健康上の理由｣30.8%,｢生きがい的理由｣

43.1%の分布となる｡長野県下の高齢婦人で就労

を希望する者の大多数は,｢健康上の理由｣か｢生

きがい的理由｣かのいずれかの理由で就労を希望

しているのであり,よしんば ｢経済的理由｣であ

ったとしてもそれは ｢こづかい｣程度を得ればよ

いのであるから,これらの就労希望を満たすのは

雇用労働ばかりとは限らず,多様な就労の形態を

考える必要があろう｡

以上は,就労を希望する ｢一番大きな理由｣を

みたものである｡しかし,理由というものは一つ

だけもたれているというのは稀れであって,同時

に複数もっているのが一般である｡そこで,複数

回答法による回答結果をまとめたのが(衰3-8)

である｡〈蓑3-8)の理由の欄は回答率の高いも

のから順に並べかえてある｡なお,一人当たりの

回答数は平均して2である｡
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回答率の1位は ｢健康によいから｣で56.9%,

次いで ｢働くのが楽しいから｣43.1%,｢自分のこ

づかいがはしいから｣27.7%,｢たいくつだから｣

21.5%と続いている｡他の理由の回答率はいずれ

も20%以下である｡

3 希望職種

(表3-9)紘,就労希望者が最も希望する職

種の分布を示したものである｡この表をみてまず

気がっく特徴は,｢無回答｣の者が20%もいること

である｡この理由は2通り考えられる｡1つは,

この質問が答えにくい質問であったのではない

か,ということである｡しかし,選択肢の中には

｢その他の仕事｣と ｢どのような仕事でもよい｣

という項を含めているのであるから,回答を選択

できなかった結果 ｢無回答｣が多く出たとは考え

にくい｡とすると第2の理由を考えなければなら

ない｡つまり,それは,就労を希望しているけれ

ども,どのような職種がよいかについては具体的

なイメージをもてないでいるということである｡

さりとて,どんな仕事でもよいというのでもなく,

ただぱくぜんと就労を希望しているということに

よるものと考えなければならない｡

さて,最も希望する職種を割合の高い順にみる

と,｢簡単な手工業･手作業｣が最も多くて38.5%,

次いで｢事務的な仕事｣10.8%,｢どのような仕事

でもよい｣10.8%の順である｡残る他の職種を希

望する者はいずれも5%前後で少数である｡｢簡単

な手作業 ･手工業｣に多くの回答が集中している

ところからみて,希望職種の多様性は小さいとい

える｡

次に,希望職種を複数回答法によりみておくこ

とにしよう｡まず一人当たりの平均回答数は1.05

であることに注目しなければならない｡つまり,

就労希望理由とは違って,希望職種では複数の回

答をした人が少ないのであり,職種についてはあ

れこれの迷いが少なくかなり明確な希望がもたれ

ているといえる｡したがって,高齢婦人の希望す

る職種は,｢簡単な手作業･手工業｣か又は ｢事務

的な仕事｣のどちらかであり,さもなくば ｢どの

ような仕事でもよい｣とほぼ確定的にいえるだろ

う｡

4 希望労働時間

就労希望者が働くとした場合,どの程度の労働

時間を希望するかということであるが,これは,

〈蓑3-11〉および (表3-12〉に示すとおりで

ある｡

(表 3-ll)は,一日当たり労働時間について

みたものであるが,みられるように｢一日3時間｣

から ｢一日6時間｣の範囲に回答がバラついてお

り,集中点は兄い出せない｡すなわち,｢一日3時

間｣とする者は18.5%,｢一日4時間｣18.5%,｢一

日5時間｣18.5%,｢一日6時間｣13.8%とほぼ均

等に分布している.そこで,一日5時間を仮 りの

区切りとして分類すると｢一日5時間以内｣が61.5

%,｢一日6時間以上｣が26.2%になり,多数の声

が5時間以内の労働を望んでいることがわかる｡

(表3-12)紘,週当たりの希望労働日数の分

布をみたものである｡みられるように,労働日数

く表3-11〉一日当り希望労働時間 く表3-12)週当り希望労働日数 に関しては･集中点が2つあり,
人数 %

1日1時間 0 0.0
〟 2 〝 4 6.2

〃 3 〟 12 18.5

〟 4 〟 12 18.5

〟 5 〟 12 18_5

〟 5 〟 12 18.5

〟 6 〟 9 13.8

〝 7 〝 2 3.1_

〟 8 〟 6 9.2

無 回 答 8 12.3

計 65 100.0

人数 %

週 1 日 1 1.5
〟 2 ノケ 8 12.3

〟 3 〟 12 18.5

〟 4 〟 6 9.2

〟 5 〟 18 27.7

〟 6 〟 10 15.4

〝 7 〟 2 31

無 回 答 8 -12.3
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1つは,週3日前後のグループ

と,いま1つは,週5日前後の

グループに分かれている.すな

わち,｢週2日｣の者が12.3%,

｢週3日｣が18.5%,｢週4日｣

が9.2%であり,｢週 3日｣に1

つのピークがあるのに対し,｢週

5日｣27.7%,｢週6日｣15.4%,

｢週7日｣3.1%と,｢遇5日｣

がいま1つのピークをなしてい

る｡





く表1〉業 種

カテゴリー 事 業 数 %

農 林 水 産 業 5 1.2

鉱 業 0 -.0

建 設 業 52 12.6

製 造 業 193 46.8

卸 . 小 売 業 103 25.0

金 融 保 険 業 13 3.2

_不 動 産 業 0 .0

運 輸 通 信 業 6 1.5

電気 .ガス.水道 1 .2

サ ー ビ ス 業 37 9.0

公 務 1 .2

福 祉 施 設 0 .0
無 回 答 1 .2

カテゴリー 事 業 数 %

～29人 68 16.5

30-49人 63 15.3

50-99人 101 24.5

100-299人 113 27.4

300人以上 67 16.3

く表3)60歳以上女性の雇用率

カテゴリー 事 業 数 %

雇っていない 287 69.7

～0.9% 48 ll.7

1.0-1.9% 30 7.3

2.0-2.9% ll 2.7

3.0-3.9% 5 1.2

4.■0-4.9% 9 2.2

5.0%以上 22 5.3

3 60歳以上婦人の雇用率

(表3〉は,60歳以上女性の雇用率の分布をみ
たものである｡雇用率とは,徒業員数に占める60

歳以上女性従業員の割合であり,事業所ごとにこ

の割合を計算して分類集計したものが 〈蓑3)に
示す結果である｡

(表3)をみてまず気づくことは,大多数の事
業所で60歳以上女性が雇用されていないことであ

29 30 50 100 300
人 i ～ i 人
以 44 99 299 以
下 人 人 人 上

る｡69.7%の事業所が高齢婦人を雇用していない｡

残る約30%の事業所が高齢婦人を雇用しているの

であ声が,その場合でも雇用率は著るしく低い｡

すなわち,雇用率 ｢1%未満｣というのが最も多

くて11.7%,次いで ｢1%以上2%未満｣7.3%,

｢2%以上 3%未満｣2.7%となっており,高齢婦

人を雇用している事業所の3分の2は雇用率3%

未満ということである｡

次に,規模別に雇用率をみておくことにしよう｡

〈表4)がそれである｡まず ｢雇っていない｣の
列を下にたどれば明らかなように,規模が大きく

なるにつれて ｢雇っていない｣事業所の割合が小

さくなる｡すなわち,｢雇っていない十事業所は,

｢29人以下｣の88.2%,｢30-49人｣85.7%,｢50-99

人｣67.3%,｢100-299人｣65.5%,｢300人以上｣

46.3%と大規模化につれて割合が小さくなってい

る｡逆にいえば,事業所規模が大きくなるにつれ

て60歳以上女性を雇用している事業所が相対的に

多くなるということである｡これが第 1の特徴｡

ところが,雇用率を規模別にみると,第 2の特

徴として,規模が大きい事業所ほど雇用率の低い

ものが多くなり,規模が小さい事業所はど雇用率

の高いものが多くなる逆の相関を読みとることも

できる｡
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く表4〉規模別60歳以上女性の雇用率

雇用率規模 雇っていない ～0.9% 1.0-1.9% 2,0-2.9% 3.0-3.9% 4.0-4.9% 5%以上 計

～29人 60 0 0 0 1 4 3 68
(%) 88.2 .0 .0 .0 1.5 5.9 4.4 100.0

30-49人 54 0 0 4 0 2 3 63
(%) 85.7 .0 ,0 6.3 .0 3.2 4.8 100.0

50-99人 68 1 17 3 3 2 7 101
(%) 67.3 1.0 16.8 3.0 3.0 2.0 6.9 100.0

100-299人 74 20 8 3 1 1 6 113
(%) 65,5 17.7 7.1 2.7 .9 .9 5.3 100.0

300人以上 31 27 5 1 0 0 3 67
(%) 46,3 40.3 7.5 1,5 .0 .0 4.5 100.0

計 287 48 30 ll 5 9 22 412
(%) 69.7 ll.7 7.3 2.7 1.2 2.2 5.3 100.0

く表5)60歳以上女性の採用予定の有無
4 60歳以上婦人の労働需要

60歳以上女性を採用する予定があるかどうか,

採用するとした場合,その雇用の形態はいかなる

ものであるかをみたものが (表5)である｡
(表5)によれば,60歳以上女性を採用する予
定のある事業所はわずかに3.5%にしかすぎず,は

カテゴリー 事 業 所 %

常 雇 6 1.5

臨 時 雇 6 1.5

日 雇 2 .5

採用予定 な し 390 94.7

無 回 答 8 1.9

とんどの事業所で60歳以上女性の労働需要がもた では,採用予定をもっている事業所はどのよう

れていない｡94.7%の事業所が ｢採用予定｣がな な性質の事業所であって, どのような理由から採

いと答えている｡ 用 しようとしているのかをみてお く必要があるが

く表6)60歳以上女性を採用する予定のある事業所の性質 (ケース～覧)

ケlス 業 種 従業員数 60歳以上女性の数 採用予定雇用形態 採用予定人 員 採 用 理 由 職 種

1 卸 小 売 業 2,003 ll 常 雇 2 高齢婦人の方が役に立つ 寮 の管 理 人

2 同 上 56 1 同 上 1 同 上 呉服 の販 売

3 同 上 199 4 同 上 1 同 上 寮 母

4 製 造 業 80 10 同 上 2 若年者が容易に充足できないので 単 純 労 働

5 同 上 25 0 同 上 1-2 同 上,仕事の性質が年齢とかかわりない 同 上

6 サービス業 26 0同 上 1 高齢婦人の方が役に立つ 事 務

7 製 造 業 75 0臨時雇 3 短期間だけの仕事あり,賃金が若い者より割安,若年者の充足困難 梱 抱

8 同 上 43 0同 上 5 短期間だけの仕事あり 単 純 労 働

9 同 上 84 3 同 上 1 仕事の性質が年齢とかかわりない 技 能 生 産

10 農林水産業 60 2 同 上 4 短期間だけの仕事あり,仕事の性質が年齢とかかわりない 包 装 作 業

ll 卸 小 売 業 430 0 同 上 2 仕事の性質が年齢とかかわりない,若年者の充足困難 販 売 準 備

12 運輸通信業 1.500 4 同 上 5 短期間だけの仕事,若い者よりまじめ,若年者の充足困難 単 純 労 働

13 建 設 業 70 10 日 雇 5 若年者が容易に充足できないので 資材置場整理
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採用予定をもつ事業所はわずか14ケースにすぎ

ず,これから何らかの一般性のある結果を兄い出

すことはできない｡ここでは参考までに,14ケー

スの事業所の内容を一覧表にして示すにとどめる

ことにしたい｡

第3部 高齢婦人の就労と市町村の
対応

高齢婦人の就労問題-の市町村の対応の状況を

みるため,県下の全市町村を対象に調査を行った｡

以下は,その結果である｡

1 調査の概要

(1) 調査の対象

調査の対象は長野県下の全市町村であり,制度

区分別の内訳は,市17,町38,村67の合計122市町

村である｡一

(2)調査の期日

昭和57年12月13日～20日までの7日間

(3) 調査の事項

(》 実態調査の実施状況と今後の予定

② 高齢婦人の就労対策の状況と今後の予定

③ 市町村が高齢婦人に期待する役割

⑥ 高齢婦人の就労対策をすすめるうえでの問

題点

(4)調査の方法

郵送法

(5) 回収率

回収の状況は,〈表 1)及び 〈表 2)のとおりで

ある｡期日までに得られた回答は82で,回収率は

67.2%である｡〈表 1〉及びく表 2)にみるように,

地域別,制度区分別に若干の差があるが,はばバ

ランスのとれた回収状況といえる｡

く表1)地域別回収状況

対 象 数 回 収 数 回収率%

東 信 24 15 62.5

北 信 25 16 64.0

中 信 37 -26 70.2

南 信 36 25 69.4

計 122 82 67.2

く表2〉制度区分別回収状況

対 象 数 回 収■数 回収率%

市 17 ll 64.7

町 38 24 63.2

_村 67 47 70.1

計 122 82 67.2

く表3)老人実態調査実施の有無

市町村数 %

実施したことがある 6 7.3

実施したことがない 76 92.7

く表4)制度区分別老人実態調査実施の有無

実施した 実施してい な い 計

市 3 8 ll
(%) 27.3 72.7 100,0

町 2 22 24
(%) 8.3 91.7 100.0

村 1 46 47
(%) 2.1 97.9 100.0

計 6 76 82
(%) 7.3 92.7 100.0

く表5〉就労に関する事項の有無

市町村数 %

含 ん で い る 2 33.3

含 ん-で い な い 4 66.7

く表6〉制度区分別就労に関する事項の有無

含んでい る 含んでいない 無回答 計

市 2 1 0 3
(%) 66.7 33.3 .0 100.0

町 0 2 0 2
(%) .0 100.0 .0 100.0

村 0 1 0 1
(%) .0 100.0 .0 100.0

計 2 4 0 6
(%) 33.3 66.7 .0 100.0
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く表15〉事業追加予定の有無

市町村数 %

追 加 予 定 あ り 2 ~9.5

追 加 予 定 な し 19 90.5

く表16)今後の事業新設予定の有無

市町村数 %

予 定 あ り 10 16.4

予 定 な し 51 83.6

く表17)制度区分別今後の事業新設予定の有無

予定あり 予定なし _計

市 1 3 4
(%) 25.0 75.0 100.0

町 4 15 19
(%) 21.1 78.9 100.0

村 5- 33 38
(%) 13.2 86-.8 100.0

計 10 51 61

いう面での市町村のとりくみほ,極めて低調であ

り,とりわけ町村ではほとんどとりくみがなされ

ていないといえる｡

(2)老人実態蘭査実施予定の有無

次に,実態調査を実施していない市町村が今後

実施の予定をもっているかどうかをみておこう｡

(表 7)に示すように,未実施市町村の34.2%が

｢実施予定あり｣と答えている｡61.8%の多数は

｢実施予定がない｣と答えているが,これは,塞

人問題に関する問題意識がないか,あるいは,調

査しなくても老人生活の実態はわかっていると思

い込んでいるかの理由によるものであろうが,そ

れにしても,実施予定団体の数が半数を下回ると

いうのはいかにも低調の感をぬぐえない｡

〈表8)紘,調査の実施予定の有無を制度区分

別にみたものだが,｢実施予定あり｣は ｢市｣の50
%,｢町｣の31.8%,｢村｣の32.6%となっている｡
では,実態調査を実施するとした場合,高齢婦

人の就労に関する事項を調査に含めるかどうかを

みたのが (表9)及び (表10〉である｡(表9)に

みられるように,実施予定団体のうち92.3%とほ

とんどの団体が ｢含める｣と答えている｡また,

〈表10)によって,制度区分別にみると,｢市｣及
び ｢町｣ではすべての団体が ｢含める｣としてお

り,｢村｣では86.7%が ｢含める｣と答えている｡
今後の成果が期待される,心強い数値である｡

3 就労関係独自施策の実施状況と今後の予定

(1) 独自施策の実施の有無

(義ll)紘,高齢婦人の就労に関する独自施策

の実施の有無をまとめたものであるが,74.4%の

市町村では何らの施策も実施していない｡

また,(表12)に明らかなように,｢実施してい
ない｣のは,｢市｣では36.4%と少数派であるが,
｢町｣では79.2%,｢村｣では80.9%と多数派にな
っている｡

(2) 実施している事業の種瑛

実施している事業は,(表13)に示すように,｢就
労あっせん｣,｢共同作業所等｣,｢その他の施策｣
に分類される｡実施率はそれぞれ,ll.0%,9.8%,

7.3%と低い｡

ただし,制度区分別に事業の実施率をみると市

町村間に比率の差がみられる｡(表14)に示したの

がそれであるが,｢就労あっせん｣の実施率は｢市｣
36.4%,｢町｣12.5%,｢村｣4.3%の順に低 くなっ
ているし,同じく ｢その他の施策｣も ｢市｣36.4

%,｢町｣4.2%,｢村｣2.1%の順に低くなってい
る｡これに対して,｢共同作業所等｣の実施率は｢市｣

く表18)高齢婦人に期待する役割

市町村数 %

ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 ll 13.4

地域社会への参加 ll 13.4

就 労 9 ll.0

知識.技術の伝承.指導 7 8.5

家 庭 の 充 実 6 7.3

無 回 答 38 46.3

く表19)就労対策を進めるうえでの障害

市町村数 %

適当な職場がない 31 37.8

そ の 他 の 障 害 10 14.6

無 - 回 答 41 50.0
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9.1%,｢町｣4.2%,｢村｣12.8%となっており,
｢村｣の実施率が ｢市｣を上回っている｡

なお,｢その他の施策｣の中味は,｢中高年齢者
雇用促進奨励金制度｣や｢内職グループ育成事業｣

である｡

(3) 事業の追加予定

現に何らかの事業を実施している団体で今後さ

らに追加する予定があるのは,(表15)のとおり,

2ケースだけであり極めて少い｡その計画の内容

紘,｢民芸品の作成による,村直営観光施設への販
売委託｣と ｢高齢者事業団の設立に関する調査｣

の2つである｡

(4) 事業新設の予定

現在何らの事業も実施していない団体で,今後

何らかの施策を講ずる予定があるのはわずか10ケ

ース,16.4%であり,残り83.6%は何ら積極的な

予定をもっていない｡新設を予定しているのは,

制度区分別にみると ｢市｣の25.0% ｢町｣の21.1

%,｢村｣の11.2%であり,｢村｣よりも｢町｣,｢町｣
よりも ｢市｣の比率が高い｡

新設予定のある10ケースについてその内容を挙

げておくことにする｡

① 就労あっせん

(参 高齢者共同作業所建設

③ 組合相談事業

⑥ 就職相談会

(9 授産所利用を働きかける

⑥ 村内雇用状況調査の実施

⑦ 実態を把捉する

(参 高齢者事業団のような組織づくりを検討

(9 老人福祉センター等整備し高齢者に適した

仕事の場を確保する

⑲ 就労並びに職業実態調査

4 高齢婦人に期待する役割と施策を進めるう

えでの障害

(1) 期待する役割

市町村は高齢婦人に対してどのような役割を期

待しているのか｡(表18)は自由回答法により得ら

れた多様な意見を分摸してまとめたものである.

まず無回答が46.3%もあることに驚かされる｡

無回答ということは,このような問題意識をもっ

たことがないか,あるいは問題意識をもったとし

ても考え方を表明できるほどには整理されていな

いはくぜんとした状態にあるかのいずれかによる

ものであろう｡

回答が得られたものについてみると,自治体毎

にさまざまな考え方がもたれており,どれが大多

数意見であるとはいえないほどにばらついてい

る｡すなわち,｢ボランティア活動｣と答えたもの
が13.4%,｢地域社会-の参加｣も同じく13.4%,
｢就労｣ll.0%,｢知識 ･技術の伝承 ･指導｣8.5
%,｢家庭の充実｣7.3%とそれぞれに比率がちら
はっている｡しかし,全体としてみると,高齢婦

人に｢就労｣を期待しているところは少なく,｢就
労｣以外の社会的活動を期待しているといえるだ

ろう｡これは,現実に就労の確保を図るのが困難

だという情勢判断が影響しているものとも考えら

れる｡

(2) 施策を進めるうえでの障害

そこで,高齢婦人の就労に対する施策を進める

うえで市町村はどのような事柄に障害を感じてい

るのかを最後にみておくことにしよう｡

(表19)がそのとりまとめであるが,やはり｢無

回答｣が50%と多く問題意識の稀薄さが著るしい

が,回答のあったものについてみると,圧倒的に

｢適当な職場がない｣と感じており37.8%を占め

る｡

｢その他の障害｣というのは極めて多様なもの

で分類困難なところから,以下回答をそのままか

かげることにする｡

その他の障害の内容

1 体力の限界｡(市)

2 高齢婦人の問題は老人福祉 (年金 ･医療)辛

社会教育 (趣味 ･教養)の問題としてとらえら

れることはあっても就労についての関心は少な

い｡(市)

3 高齢婦人に組織的団体がないため｡(町)

4 行政側の体制づくりがなされていないこと｡

(町)

5 就労意欲の向上｡(町)
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6 部落間が遠く交通の侯が悪い｡(村)

7 地域が点在しており-カ所へ集まる為の距離

が遠い,従って共同作業等の施設も6カ所程必

要となってくる｡(村)

8 パートを多くする事により男子労働者の雇用

の範囲がせばめられるおそれがある｡(村)

9 実態が把握されていない｡

10 高齢になると家にとじこもりがちになる｡

く追記〉

この調査に際して,事務上の連絡,資料の提

供等について婦人室の田村文恵,県社協の吉野

正明両氏の協力を得たこと,また,調査票の回

収 ･宛名書き･集計作業には,成沢みどり,皮

会陽子,早田栄,勝見正,-松永栄理子,亀井一

二三,尾花栄子,片寄孝則,中村公昭,新鞍久

典,吾妻正彦,平 誠,内堀美行,笠井敦子,

新井妙子,向山美穂,向山智加子の各君の標極

的な協力を得たこと,を記して謝意に代えたい｡
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